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第   82 号 議  案   

令和 6年 5月23日提 出   

浜松市総合体育館条例の一部改正について 

浜松市総合体育館条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

浜松市長  中  野  祐  介  
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浜松市総合体育館条例の一部を改正する条例 

 浜松市総合体育館条例（平成１７年浜松市条例第１９７号）の一部を次のように改正す

る。 

改正前 改正後 

別表第２（第８条・第２１条関係） 別表第２（第８条・第２１条関係） 

１～７ （略） １～７ （略） 

８ 浜松市引佐総合体育館 ８ 浜松市引佐総合体育館 

  (1) アリーナ等 (1) アリーナ等 

利用時間区分

利用区分 

午 前 9 時

から午後

6時 まで

 1 時 間

につき 

午 後 6 時

から午後

9時 まで

 1 時 間

につき 

午 後 9 時

から午後

9時 30 分

まで  

ア

リ

ー

ナ

全

面

体育活動

に利用す

る場合 

円 円 円

1,350 1,870 930 

その他に

利用する

場合 

6,750 9,370 4,680 

3

分

の

2

面

体育活動

に利用す

る場合 

900 1,250 620 

その他に

利用する

場合 

4,500 6,250 3,120 

2

分

の

1

面

体育活動

に利用す

る場合 

670 930 460 

その他に

利用する

場合 

3,370 4,680 2,340 

3

分

の

1

面

体育活動

に利用す

る場合 

450 620 310 

その他に

利用する

場合 

2,250 3,120 1,560 

（略） 

利用時間区分

利用区分 

午 前 9 時

から午後

6時 まで

 1 時 間

につき 

午 後 6 時

から午後

9時 まで

 1 時 間

につき 

午 後 9 時

から午後

9時 30 分

まで  

ア

リ

ー

ナ

全

面

体育活動

に利用す

る場合 

円 円 円

1,750 2,420 1,210 

その他に

利用する

場合 

8,750 12,120 6,060 

3

分

の

2

面

体育活動

に利用す

る場合 

1,160 1,610 800 

その他に

利用する

場合 

5,830 8,080 4,040 

2

分

の

1

面

体育活動

に利用す

る場合 

870 1,210 600 

その他に

利用する

場合 

4,370 6,060 3,030 

3

分

の

1

面

体育活動

に利用す

る場合 

580 800 400 

その他に

利用する

場合 

2,910 4,040 2,020 

（略） 

  備考 （略）   備考 （略） 

  (2) テニスコート   (2) テニスコート 

利用時間区分

利用区分 

午前9時から午後9時ま

で 2時間につき 

1面につき 990円

利用時間区分

利用区分 

午前9時から午後9時ま

で 2時間につき 

1面につき 1,100円

  備考 （略）   備考 （略） 
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(3)・(4) （略） (3)・(4) （略） 

 ９～１１ （略）  ９～１１ （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

２ 改正後の別表第２の規定は、この条例の施行の日以後の利用に係る利用料金について

適用する。ただし、この条例の施行の際現に当該利用の許可を受けている者の当該許可

に係る利用料金については、なお従前の例による。 
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第   83 号 議  案   

令和 6年 5月23日提 出   

浜松市運動広場条例の一部改正について

浜松市運動広場条例の一部を改正する条例を次のように定める。

浜松市長  中  野  祐  介 
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浜松市運動広場条例の一部を改正する条例

 浜松市運動広場条例（平成１１年浜松市条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後

（名称及び位置） （名称及び位置）

第２条 運動広場の名称及び位置は、次のと

おりとする。

第２条 運動広場の名称及び位置は、次のと

おりとする。

名称 位置 

（略） 

浜松市細江総合グ

ラウンド 

（略） 

浜松市引佐運動広

場 

浜松市浜名区引佐町東黒

田847番地の1 

浜松市三ヶ日運動

場 

 （略） 

（略） 

名称 位置 

（略） 

浜松市細江総合グ

ラウンド 

 （略） 

浜松市三ヶ日運動

場 

 （略） 

（略） 

別表第１（第３条・第４条関係） 別表第１（第３条・第４条関係）

名称 開場時間 休場日 

 （略） 

浜松

市細

江総

合グ

ラウ

ンド

（略） 

浜 松市

引佐運

動広場 

午前9時から午

後9時まで（夜

間照明設備に

あっては、日没

から午後9時ま

で） 

12月29日から翌年の

1月3日まで 

浜 松市

三ヶ日

運動場 

 （略） 

 （略） 

名称 開場時間 休場日 

 （略） 

浜松

市細

江総

合グ

ラウ

ンド

（略） 

浜松市

三ヶ日

運動場 

 （略） 

 （略） 

別表第２（第７条・第１８条関係） 別表第２（第７条・第１８条関係）

 １～３ （略）  １～３ （略）

４ 浜松市細江総合グラウンド ４ 浜松市細江総合グラウンド 

  (1)・(2) （略）   (1)・(2) （略） 

  (3) ミーティング室   (3) ミーティング室 

    ア 施設 

  （表略）   （表略）
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  備考 （略）   備考 （略）

   イ 冷暖房装置

１時間につき（１５分未満の端数

は切り捨て、１５分以上は１時間と

する。） １４０円

  (4) （略）   (4) （略）

 ５ 浜松市引佐運動広場

  (1) 運動広場

利用時間区分

利用区分

午前9時から午後9時

まで 2時間につき 

全面 1,780円

半面 890円

  備考

   １ 利用時間は、午前９時から午前１１

時まで、午前１１時から午後１時ま

で、午後１時から午後３時まで、午後

３時から午後５時まで、午後５時から

午後７時まで又は午後７時から午後

９時までとする。

２ 利用時間を１５分以上超過し、又

は繰り上げて利用する場合の当該超

過又は繰上げに係る利用料金は、次

のとおりとする。

(1) 所定の開場時間内に利用する場

合は、当該超過し、又は繰り上げ

た時間の属する利用時間区分の利

用料金に相当する額 

(2) 所定の開場時間外に利用する場

合は、１時間につき、午前９時か

ら午後９時までの間の１時間当た

りの利用料金の１．５倍に相当す

る額 

   ３ 利用料金を算定して得た額に１０

-9-



円未満の端数があるときは、これを切

り捨てる。 

  (2) 夜間照明設備 

利用区分 金額 

2基利用の場合 1回につき 1,070円

6基利用の場合 5,390円

6基利用で、うち2基減

灯する場合 

3,230円

 ６～１０ （略） ５～９ （略）

別表第３（第１４条関係） 別表第３（第１４条関係）

１ 運動広場（利用料金）  １ 運動広場（利用料金）

名称 

 （略） 

浜松市細江総合グラウンド 

浜松市引佐運動広場 

浜松市浜北平口サッカー場 

名称 

 （略） 

浜松市細江総合グラウンド 

浜松市浜北平口サッカー場 

 ２ （略）  ２ （略）

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。

   附 則

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。
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第   84 号 議  案   

令和 6年 5月23日提 出   

浜松市長等の浜松市に対する損害賠償責任の一部を免責する条例の一部改正

について 

浜松市長等の浜松市に対する損害賠償責任の一部を免責する条例の一部を改正する条例

を次のように定める。 

浜松市長  中  野  祐  介  

-11-



浜松市長等の浜松市に対する損害賠償責任の一部を免責する条例の一部を改 

正する条例 

浜松市長等の浜松市に対する損害賠償責任の一部を免責する条例（令和２年浜松市条例

第２４号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

２４３条の２の７第１項の規定に基づき、本市

の長若しくは委員会の委員若しくは委員又は

本市の職員（同法第２４３条の２の８第３項の

規定による賠償の命令の対象となる者を除く。

以下「市長等」という。）の本市に対する損害

を賠償する責任を、市長等が職務を行うにつき

善意でかつ重大な過失がないときは、市長等が

賠償の責任を負う額から地方自治法施行令（昭

和２２年政令第１６号）第１７３条第１項第１

号に定める額を控除して得た額について免除

する。 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

２４３条の２の７第１項の規定に基づき、本市

の長若しくは委員会の委員若しくは委員又は

本市の職員（同法第２４３条の２の８第３項の

規定による賠償の命令の対象となる者を除く。

以下「市長等」という。）の本市に対する損害

を賠償する責任を、市長等が職務を行うにつき

善意でかつ重大な過失がないときは、市長等が

賠償の責任を負う額から地方自治法施行令（昭

和２２年政令第１６号）第１７３条の４第１項

第１号に定める額を控除して得た額について

免除する。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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第   85 号 議  案   

令和 6年 5月23日提 出   

浜松市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について

浜松市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

浜松市長  中  野  祐  介 
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浜松市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

浜松市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１３年浜松市条例第３７号）の一部を次

のように改正する。

改正前 改正後 

（消防勤務手当） （消防勤務手当） 

第１５条 消防勤務手当は、消防職員が次に掲

げる業務又は作業に従事したときに支給す

る。 

第１５条 消防勤務手当は、消防職員が次に掲

げる業務又は作業に従事したときに支給す

る。 

(1) 災害時における消防自動車の緊急走行

運転 

(1) 災害時における消防自動車の緊急走行

運転（第１０号に掲げる業務を除く。） 

(2) 危険又は困難を伴う消防自動車の機関

員の業務（災害時におけるものを除く。）

(2) 危険又は困難を伴う消防自動車の機関

員の業務（災害時における業務及び第１０

号に掲げる業務を除く。） 

(3) 地上又は水面上５メートル以上の箇所

における１時間以上にわたる消火等の作

業（第６号及び第７号に掲げる業務を除

く。） 

(3) 地上又は水面上５メートル以上の箇所

における１時間以上にわたる消火等の作

業（第６号、第７号及び第１０号に掲げる

業務を除く。） 

(4) 災害時における危険を伴う業務（第１

号、次号及び第７号に掲げる業務を除く。）

(4) 災害時における危険を伴う業務（第１

号、次号、第７号及び第１０号に掲げる業

務を除く。） 

(5) 救急救命業務 (5) 救急救命業務（第１０号に掲げる業務

を除く。） 

(6) 救助隊の業務（次号に掲げる業務を除

く。） 

(6) 救助隊の業務（次号及び第１０号に掲

げる業務を除く。） 

(7) 山岳救助隊の業務 (7) 山岳救助隊の業務（第１０号に掲げる

業務を除く。） 

(8)・(9) （略） (8)・(9) （略） 

 (10) 異常な自然現象又は大規模な事故に

より重大な災害が発生し、又は発生する

おそれの著しい道路、河川等の現場で行

う業務であって次に掲げるもの 
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 ア  消防組織法（昭和２２年法律第

２２６号）第４５条第１項に規定する

緊急消防援助隊として行う同法第４４

条第１項に規定する消防の応援等の業

務 

 イ ア以外の業務であって、市長が認め

るもの 

２ 前項の手当の額は、次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める額とする。 

２ 前項の手当の額は、次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1)～(8) （略） (1)～(8) （略） 

 (9) 前項第１０号アの業務 業務に従事し

た日１日につき１，６８０円 

 (10) 前項第１０号イの業務 業務に従事

した日１日につき８４０円 

３ （略） ３ （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。

   附 則

（施行期日等）

１ この条例は、公布の日の翌日（以下「施行日」という。）から施行する。

２ 改正後の浜松市職員の特殊勤務手当に関する条例（以下「改正後の条例」という。）の

規定は、令和６年１月１日（以下「適用日」という。）以後に従事する業務に係る特殊勤

務手当について適用する。

 （特殊勤務手当の内払）

３ 改正後の条例の規定を適用する場合には、改正前の浜松市職員の特殊勤務手当に関す

る条例（以下「改正前の条例」という。）の規定に基づいて支給された特殊勤務手当は、

改正後の条例の規定による特殊勤務手当の内払とみなす。

 （災害応急作業手当との調整）

４ 適用日から施行日の前日までの間において、職員が改正前の条例第１４条第１項に規

定する作業（以下「災害応急作業」という。）に従事した場合であって、当該災害応急

作業が改正後の条例第１５条第１項第１０号に掲げる消防勤務手当（以下「第１０号消

防勤務手当」という。）の支給の要件に該当する業務であるときは、同号並びに同条第

２項第９号及び第１０号の規定にかかわらず、当該災害応急作業に従事した日ごとの災
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害応急作業に係る改正前の条例第１４条第１項の手当の額（以下「災害応急作業手当額」

という。）が第１０号消防勤務手当の日額に満たないときは、その差額を第１０号消防

勤務手当として支給し、災害応急作業手当額が第１０号消防勤務手当の日額以上である

ときは、第１０号消防勤務手当は支給しない。

 （細目）

５ 前２項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な経過措置は、市長が定める。
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第   86 号 議  案   

令和 6年 5月23日提 出   

浜松市税条例の一部改正について 

浜松市税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

浜松市長  中  野  祐  介  
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浜松市税条例の一部を改正する条例 

第１条 浜松市税条例（昭和２９年浜松市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （市民税の減免）  （市民税の減免） 

第５１条 （略） 第５１条 （略） 

２ 前項の規定によって市民税の減免を受け

ようとする者は、納期限前７日（前項第５

号の規定により減免を受けようとする者に

あっては、同日又は災害の発生から３０日

を経過する日のいずれか遅い日）までに、

次に掲げる事項を記載した申請書に減免を

受けようとする事由を証明する書類を添付

して市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定により市民税の減免を受けよ

うとする者は、納期限前７日（同項第５号

の規定により減免を受けようとする者にあ

っては、同日又は災害の発生から３０日を

経過する日のいずれか遅い日）までに、次

に掲げる事項を記載した申請書に減免を受

けようとする事由を証明する書類を添付し

て市長に提出しなければならない。ただし、

同号の規定による減免について、市長が、

当該者が同号に該当することが明らかであ

り、かつ、市民税を減免する必要があると

認める場合は、この限りでない。 

 (1)～(3) （略）  (1)～(3) （略） 

３ 第１項（第５号を除く。）の規定によって

市民税の減免を受けた者は、その事由が消

滅した場合においては、直ちにその旨を市

長に申告しなければならない。 

３ 第１項（第５号を除く。）の規定により市

民税の減免を受けた者は、その事由が消滅

した場合には、直ちにその旨を市長に申告

しなければならない。 

 （固定資産税の減免）  （固定資産税の減免） 

第７２条 （略） 第７２条 （略） 

２ 前項の規定によって固定資産税の減免を

受けようとする者は、納期限前７日（前項

第３号の規定により減免を受けようとする

者にあっては、同日又は災害の発生から 

３０日を経過する日のいずれか遅い日）ま

でに、次に掲げる事項を記載した申請書に

その減免を受けようとする事由を証明する

書類を添付して市長に提出しなければなら

２ 前項の規定により固定資産税の減免を受

けようとする者は、納期限前７日（同項第

３号の規定により減免を受けようとする者

にあっては、同日又は災害の発生から３０

日を経過する日のいずれか遅い日）までに、

次に掲げる事項を記載した申請書にその減

免を受けようとする事由を証明する書類を

添付して市長に提出しなければならない。
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ない。 ただし、同号の規定による減免について、

市長が、当該者が所有する固定資産が同号

に該当することが明らかであり、かつ、固

定資産税を減免する必要があると認める場

合は、この限りでない。 

 (1)～(5) （略）  (1)～(5) （略） 

３ 第１項（第３号を除く。）の規定によって

固定資産税の減免を受けた者は、その事由

が消滅した場合においては、直ちにその旨

を市長に申告しなければならない。 

３ 第１項（第３号を除く。）の規定により固

定資産税の減免を受けた者は、その事由が

消滅した場合には、直ちにその旨を市長に

申告しなければならない。 

   附 則    附 則 

（法附則第１５条第２項第１号等に規定す

る条例で定める割合） 

（法附則第１５条第２項第１号等に規定す

る条例で定める割合） 

第１１条の２ （略） 第１１条の２ （略） 

２～１３ （略） ２～１３ （略） 

 １４ 法附則第１５条第２５項第２号に規定

する条例で定める割合は、７分の６とする。 

１４ 法附則第１５条第２５項第２号イに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、４分の３とする。 

１５ 法附則第１５条第２５項第３号イに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、４分の３とする。 

１５ 法附則第１５条第２５項第２号ロに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、４分の３とする。 

１６ 法附則第１５条第２５項第３号ロに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、４分の３とする。 

１６ 法附則第１５条第２５項第２号ハに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、４分の３とする。 

１７ 法附則第１５条第２５項第３号ハに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、４分の３とする。 

１７ 法附則第１５条第２５項第３号イに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、２分の１とする。 

１８ 法附則第１５条第２５項第４号イに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、２分の１とする。 

１８ 法附則第１５条第２５項第３号ロに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、２分の１とする。 

１９ 法附則第１５条第２５項第４号ロに規

定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は、２分の１とする。 

１９ 法附則第１５条第２５項第３号ハに規

定する設備について同号に規定する条例で

２０ 法附則第１５条第２５項第４号ハに規

定する設備について同号に規定する条例で
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定める割合は、２分の１とする。 定める割合は、２分の１とする。 

２０ （略） ２１ （略） 

２１ 法附則第１５条第３２項に規定する条

例で定める割合は、３分の１とする。 

２２ 法附則第１５条第３３項に規定する条

例で定める割合は、３分の２とする。 

２２ 法附則第１５条第３２項に規定する条

例で定める割合は、３分の２とする。 

２３ 法附則第１５条第３８項に規定する条

例で定める割合は、３分の２とする。 

２３ 法附則第１５条第３７項に規定する条

例で定める割合は、３分の２とする。 

 ２４ 法附則第１５条第３８項に規定する条

例で定める割合は、２分の１とする。 

２４ 法附則第１５条第４２項に規定する条

例で定める割合は、３分の１とする。 

２５ 法附則第１５条第４１項に規定する条

例で定める割合は、３分の１とする。 

２５ 法附則第１５条第４３項に規定する条

例で定める割合は、４分の３とする。 

２６ 法附則第１５条第４２項に規定する条

例で定める割合は、４分の３とする。 

２６・２７ （略） ２７・２８ （略） 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の

規定等の適用を受けようとする者がすべき

申告） 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の

規定等の適用を受けようとする者がすべき

申告） 

第１１条の３ （略） 第１１条の３ （略） 

２ （略） ２ （略） 

 ３ 市長は、法附則第１５条の７第１項又は

第２項の認定長期優良住宅のうち区分所有

に係る住宅については、前項の申告書の提

出がなかった場合においても、長期優良住

宅の普及の促進に関する法律（平成２０年

法律第８７号）第５条第４項に規定する管

理者等から、法附則第１５条の７第３項に

規定する期間内に施行規則附則第７条第４

項に規定する書類の提出がされ、かつ、当

該区分所有に係る住宅が法附則第１５条の

７第１項又は第２項に規定する要件に該当

すると認められるときは、前項の規定にか

かわらず、同条第１項又は第２項の規定を

適用することができる。 
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３～７ （略） ４～８ （略） 

８ 法附則第１５条の９第４項の高齢者等居

住改修住宅又は同条第５項の高齢者等居住

改修専有部分について、これらの規定の適用

を受けようとする者は、同条第４項に規定す

る居住安全改修工事が完了した日から３月

以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に

施行規則附則第７条第８項各号に掲げる書

類を添付して市長に提出しなければならな

い。 

９ 法附則第１５条の９第４項の高齢者等居

住改修住宅又は同条第５項の高齢者等居住

改修専有部分について、これらの規定の適用

を受けようとする者は、同条第４項に規定す

る居住安全改修工事が完了した日から３月

以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に

施行規則附則第７条第９項各号に掲げる書

類を添付して市長に提出しなければならな

い。 

 (1)～(7) （略）  (1)～(7) （略） 

９ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止

改修等住宅又は同条第１０項の熱損失防止

改修等専有部分について、これらの規定の

適用を受けようとする者は、同条第９項に

規定する熱損失防止改修工事等が完了した

日から３月以内に、次に掲げる事項を記載

した申告書に施行規則附則第７条第９項各

号に掲げる書類を添付して市長に提出しな

ければならない。 

１０ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防

止改修等住宅又は同条第１０項の熱損失防

止改修等専有部分について、これらの規定

の適用を受けようとする者は、同条第９項

に規定する熱損失防止改修工事等が完了し

た日から３月以内に、次に掲げる事項を記

載した申告書に施行規則附則第７条第１０

項各号に掲げる書類を添付して市長に提出

しなければならない。 

 (1)～(6) （略）  (1)～(6) （略） 

１０ 法附則第１５条の９の２第１項に規定

する特定耐震基準適合住宅について、同項

の規定の適用を受けようとする者は、当該

特定耐震基準適合住宅に係る耐震改修が完

了した日から３月以内に、次に掲げる事項

を記載した申告書に施行規則附則第７条第

１０項各号に掲げる書類を添付して市長に

提出しなければならない。 

１１ 法附則第１５条の９の２第１項に規定

する特定耐震基準適合住宅について、同項

の規定の適用を受けようとする者は、当該

特定耐震基準適合住宅に係る耐震改修が完

了した日から３月以内に、次に掲げる事項

を記載した申告書に施行規則附則第７条第

１１項各号に掲げる書類を添付して市長に

提出しなければならない。 

 (1)～(6) （略）  (1)～(6) （略） 

１１ 法附則第１５条の９の２第４項に規定

する特定熱損失防止改修等住宅又は同条第

５項に規定する特定熱損失防止改修等住宅

専有部分について、これらの規定の適用を

１２ 法附則第１５条の９の２第４項に規定

する特定熱損失防止改修等住宅又は同条第

５項に規定する特定熱損失防止改修等住宅

専有部分について、これらの規定の適用を
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受けようとする者は、法附則第１５条の９

第９項に規定する熱損失防止改修工事等が

完了した日から３月以内に、次に掲げる事

項を記載した申告書に施行規則附則第７条

第１１項各号に掲げる書類を添付して市長

に提出しなければならない。 

受けようとする者は、法附則第１５条の９

第９項に規定する熱損失防止改修工事等が

完了した日から３月以内に、次に掲げる事

項を記載した申告書に施行規則附則第７条

第１２項各号に掲げる書類を添付して市長

に提出しなければならない。 

 (1)～(6) （略）  (1)～(6) （略） 

１２ 法附則第１５条の９の３第１項に規定

する特定マンションに係る区分所有に係る

家屋について、同項の規定の適用を受けよ

うとする者は、当該特定マンションに係る

同項に規定する工事が完了した日から３月

以内に、次に掲げる事項を記載した申告書

に施行規則附則第７条第１６項各号に掲げ

る書類を添付して市長に提出しなければな

らない。 

１３ 法附則第１５条の９の３第１項に規定

する特定マンションに係る区分所有に係る

家屋について、同項の規定の適用を受けよ

うとする者は、当該特定マンションに係る

同項に規定する工事が完了した日から３月

以内に、次に掲げる事項を記載した申告書

に施行規則附則第７条第１７項各号に掲げ

る書類を添付して市長に提出しなければな

らない。 

 (1)～(5) （略）  (1)～(5) （略） 

１３ 法附則第１５条の１０第１項の耐震基

準適合家屋について、同項の規定の適用を

受けようとする者は、当該耐震基準適合家

屋に係る耐震改修が完了した日から３月以

内に、次に掲げる事項を記載した申告書に

施行規則附則第７条第１７項に規定する補

助に係る補助金確定通知書の写し、建築物

の耐震改修の促進に関する法律（平成７年

法律第１２３号）第７条又は附則第３条第

１項の規定による報告の写し及び当該耐震

改修後の家屋が令附則第１２条第１９項に

規定する基準を満たすことを証する書類を

添付して市長に提出しなければならない。 

１４ 法附則第１５条の１０第１項の耐震基

準適合家屋について、同項の規定の適用を

受けようとする者は、当該耐震基準適合家

屋に係る耐震改修が完了した日から３月以

内に、次に掲げる事項を記載した申告書に

施行規則附則第７条第１８項に規定する補

助に係る補助金確定通知書の写し、建築物

の耐震改修の促進に関する法律（平成７年

法律第１２３号）第７条又は附則第３条第

１項の規定による報告の写し及び当該耐震

改修後の家屋が令附則第１２条第１９項に

規定する基準を満たすことを証する書類を

添付して市長に提出しなければならない。 

 (1)～(4) （略）  (1)～(4) （略） 

 (5) 施行規則附則第７条第１７項に規定す

る補助の算定の基礎となった当該耐震基

準適合家屋に係る耐震改修に要した費用 

(5) 施行規則附則第７条第１８項に規定す

る補助の算定の基礎となった当該耐震基

準適合家屋に係る耐震改修に要した費用 
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(6) （略）  (6) （略） 

１４ （略） １５ （略） 

（令和４年度又は令和５年度における土地

の価格の特例） 

（令和７年度又は令和８年度における土地

の価格の特例） 

第１２条の２ 市の区域内の自然的及び社会

的条件からみて類似の利用価値を有すると

認められる地域において地価が下落し、か

つ、市長が土地の修正前の価格（法附則第

１７条の２第１項に規定する修正前の価格

をいう。）を当該年度分の固定資産税の課

税標準とすることが固定資産税の課税上著

しく均衡を失すると認める場合における当

該土地に対して課する固定資産税の課税標

準は、第６２条の規定にかかわらず、令和

４年度分又は令和５年度分の固定資産税に

限り、当該土地の修正価格（法附則第１７

条の２第１項に規定する修正価格をいう。）

で土地課税台帳等に登録されたものとす

る。 

第１２条の２ 市の区域内の自然的及び社会

的条件からみて類似の利用価値を有すると

認められる地域において地価が下落し、か

つ、市長が土地の修正前の価格（法附則第

１７条の２第１項に規定する修正前の価格

をいう。）を当該年度分の固定資産税の課

税標準とすることが固定資産税の課税上著

しく均衡を失すると認める場合における当

該土地に対して課する固定資産税の課税標

準は、第６２条の規定にかかわらず、令和

７年度分又は令和８年度分の固定資産税に

限り、当該土地の修正価格（法附則第１７

条の２第１項に規定する修正価格をいう。）

で土地課税台帳等に登録されたものとす

る。 

２ 法附則第１７条の２第２項に規定する令

和４年度適用土地又は令和４年度類似適用

土地であって、令和５年度分の固定資産税

について前項の規定の適用を受けないこと

となるものに対して課する同年度分の固定

資産税の課税標準は、第６２条の規定にか

かわらず、修正された価格（法附則第１７

条の２第２項に規定する修正された価格を

いう。）で土地課税台帳等に登録されたも

のとする。 

２ 法附則第１７条の２第２項に規定する令

和７年度適用土地又は令和７年度類似適用

土地であって、令和８年度分の固定資産税

について前項の規定の適用を受けないこと

となるものに対して課する同年度分の固定

資産税の課税標準は、第６２条の規定にか

かわらず、修正された価格（法附則第１７

条の２第２項に規定する修正された価格を

いう。）で土地課税台帳等に登録されたも

のとする。 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

第２条 浜松市税条例の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

第５６条 法第３４８条第２項第９号、第９ 第５６条 法第３４８条第２項第９号、第９
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号の２若しくは第１２号の固定資産又は同

項第１６号の固定資産（独立行政法人労働

者健康安全機構が設置する医療関係者の養

成所において直接教育の用に供するものに

限る。）について同項本文の規定の適用を受

けようとする者は、土地については第１号

及び第２号に、家屋については第３号及び

第５号に、償却資産については第４号及び

第５号に掲げる事項を記載した申告書を、

当該土地、家屋又は償却資産が学校法人若

しくは私立学校法（昭和２４年法律第

２７０号）第６４条第４項の法人、公益社

団法人若しくは公益財団法人、宗教法人若

しくは社会福祉法人で幼稚園を設置するも

の、医療法（昭和２３年法律第２０５号）

第３１条の公的医療機関の開設者、令第 

４９条の１０第１項に規定する医療法人、

公益社団法人若しくは公益財団法人、一般

社団法人（非営利型法人（法人税法第２条

第９号の２に規定する非営利型法人をい

う。以下この条において同じ。）に該当する

ものに限る。）若しくは一般財団法人（非営

利型法人に該当するものに限る。）、社会福

祉法人、独立行政法人労働者健康安全機構、

健康保険組合若しくは健康保険組合連合会

若しくは国家公務員共済組合若しくは国家

公務員共済組合連合会で看護師、准看護師、

歯科衛生士、歯科技工士、助産師、臨床検

査技師、理学療法士若しくは作業療法士の

養成所を設置するもの、公益社団法人若し

くは公益財団法人で図書館を設置するも

の、公益社団法人若しくは公益財団法人若

しくは宗教法人で博物館法（昭和２６年法

律第２８５号）第２条第１項の博物館を設

号の２若しくは第１２号の固定資産又は同

項第１６号の固定資産（独立行政法人労働

者健康安全機構が設置する医療関係者の養

成所において直接教育の用に供するものに

限る。）について同項本文の規定の適用を受

けようとする者は、土地については第１号

及び第２号に、家屋については第３号及び

第５号に、償却資産については第４号及び

第５号に掲げる事項を記載した申告書を、

当該土地、家屋又は償却資産が学校法人若

しくは私立学校法（昭和２４年法律第

２７０号）第１５２条第５項の法人、公益

社団法人若しくは公益財団法人、宗教法人

若しくは社会福祉法人で幼稚園を設置する

もの、医療法（昭和２３年法律第２０５号）

第３１条の公的医療機関の開設者、令第 

４９条の１０第１項に規定する医療法人、

公益社団法人若しくは公益財団法人、一般

社団法人（非営利型法人（法人税法第２条

第９号の２に規定する非営利型法人をい

う。以下この条において同じ。）に該当する

ものに限る。）若しくは一般財団法人（非営

利型法人に該当するものに限る。）、社会福

祉法人、独立行政法人労働者健康安全機構、

健康保険組合若しくは健康保険組合連合会

若しくは国家公務員共済組合若しくは国家

公務員共済組合連合会で看護師、准看護師、

歯科衛生士、歯科技工士、助産師、臨床検

査技師、理学療法士若しくは作業療法士の

養成所を設置するもの、公益社団法人若し

くは公益財団法人で図書館を設置するも

の、公益社団法人若しくは公益財団法人若

しくは宗教法人で博物館法（昭和２６年法

律第２８５号）第２条第１項の博物館を設
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置するもの又は公益社団法人若しくは公益

財団法人で学術の研究を目的とするもの

（以下この条において「学校法人等」とい

う。）の所有に属しないものである場合にお

いては当該土地、家屋又は償却資産を当該

学校法人等に無料で使用させていることを

証明する書面を添付して、市長に提出しな

ければならない。 

置するもの又は公益社団法人若しくは公益

財団法人で学術の研究を目的とするもの

（以下この条において「学校法人等」とい

う。）の所有に属しないものである場合にお

いては当該土地、家屋又は償却資産を当該

学校法人等に無料で使用させていることを

証明する書面を添付して、市長に提出しな

ければならない。 

 (1)～(5) （略）  (1)～(5) （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

第３条 浜松市税条例の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（寄附金税額控除） （寄附金税額控除） 

第３４条の６ 所得割の納税義務者が、前年

中に次に掲げる寄附金を支出した場合に

は、法第３１４条の７第１項に規定すると

ころにより控除すべき金額（当該納税義務

者が前年中に同条第２項に規定する特例控

除対象寄附金を支出した場合にあっては、

当該控除すべき金額に特例控除額を加算し

た金額。以下この項において「控除額」と

いう。）をその者の第３４条の３及び前条

の規定を適用した場合の所得割の額から控

除するものとする。この場合において、当

該控除額が当該所得割の額を超えるとき

は、当該控除額は、当該所得割の額に相当

する金額とする。 

第３４条の６ 所得割の納税義務者が、前年

中に次に掲げる寄附金を支出した場合に

は、法第３１４条の７第１項に規定すると

ころにより控除すべき金額（当該納税義務

者が前年中に同条第２項に規定する特例控

除対象寄附金を支出した場合にあっては、

当該控除すべき金額に特例控除額を加算し

た金額。以下この項において「控除額」と

いう。）をその者の第３４条の３及び前条

の規定を適用した場合の所得割の額から控

除するものとする。この場合において、当

該控除額が当該所得割の額を超えるとき

は、当該控除額は、当該所得割の額に相当

する金額とする。 

 (1)・(2) （略）  (1)・(2) （略） 

(3) 所得税法第７８条第２項第２号及び第

３号に掲げる寄附金並びに租税特別措置

法（昭和３２年法律第２６号）第４１条

の１８の２第２項に規定する特定非営利

活動に関する寄附金のうち、市内に事務

 (3) 所得税法第７８条第２項第２号から第

４号までに掲げる寄附金及び租税特別措

置法（昭和３２年法律第２６号）第４１

条の１８の２第２項に規定する特定非営

利活動に関する寄附金のうち、市内に事
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所を有する法人（前号に掲げる法人を除

き、設立前のものを含む。以下この条に

おいて同じ。）又は団体に対する寄附金

で市民の福祉の増進に寄与するものとし

て市長が指定するもの 

務所を有する法人（前号に掲げる法人を

除き、設立前のものを含む。以下この条

において同じ。）又は団体に対する寄附

金で市民の福祉の増進に寄与するものと

して市長が指定するもの 

２～６ （略） ２～６ （略） 

   附 則    附 則 

（納期限の延長に係る延滞金の特例） （納期限の延長に係る延滞金の特例） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

（公益法人等に係る市民税の課税の特例） 

第５条の２ 当分の間、租税特別措置法第 

４０条第３項後段（同条第６項から第１０

項まで及び第１１項（同条第１２項におい

て準用する場合を含む。以下この条におい

て同じ。）の規定によりみなして適用する場

合を含む。）の規定の適用を受けた同法第 

４０条第３項に規定する公益法人等（同条

第６項から第１１項までの規定により特定

贈与等に係る公益法人等とみなされる法人

を含む。）を同条第３項に規定する贈与又は

遺贈を行った個人とみなして、令附則第３

条の２の３で定めるところにより、これに

同項に規定する財産（同法第４０条第６項

から第１１項までの規定により特定贈与等

に係る財産とみなされる資産を含む。）に係

る山林所得の金額、譲渡所得の金額又は雑

所得の金額に係る市民税の所得割を課す

る。 

（個人の市民税の所得割の非課税の範囲

等） 

（個人の市民税の所得割の非課税の範囲

等） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 
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 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

 (1) 第２条の規定 令和７年４月１日 

 (2) 第３条の規定 公益信託に関する法律（令和６年法律第  号）の施行の日の属す

る年の翌年の１月１日 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、第１条の規定による改正後の浜松市税条例（以下

「新条例」という。）の規定中固定資産税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の固

定資産税について適用し、令和５年度分までの固定資産税については、なお従前の例に

よる。 

２ 令和２年４月１日から令和６年３月３１日までの間に新たに取得された地方税法等の

一部を改正する法律（令和６年法律第４号）第１条の規定による改正前の地方税法（昭

和２５年法律第２２６号。以下「旧法」という。）附則第１５条第２５項に規定する特定

再生可能エネルギー発電設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例によ

る。 

３ 平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた旧法附則第１５条第 

３２項に規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所内保育施設の用に供する

固定資産に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

４ 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和２年法律第４３号）の施行の日か

ら令和６年３月３１日までの間に整備された旧法附則第１５条第３９項に規定する滞在

快適性等向上施設等の用に供する固定資産に対して課する固定資産税については、なお

従前の例による。 

 （都市計画税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中都市計画税に関する部分は、令和

６年度以後の年度分の都市計画税について適用し、令和５年度分までの都市計画税につ

いては、なお従前の例による。 

２ 平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた旧法附則第１５条第 

３２項に規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所内保育施設の用に供する

固定資産に対して課する都市計画税については、なお従前の例による。 

３ 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の施行の日から令和６年３月３１日まで

の間に整備された旧法附則第１５条第３９項に規定する滞在快適性等向上施設等の用に

供する固定資産に対して課する都市計画税については、なお従前の例による。 
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第   87 号 議  案   

令和 6年 5月23日提 出   

浜松市立保育所条例の一部改正について 

浜松市立保育所条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

浜松市長  中  野  祐  介  
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浜松市立保育所条例の一部を改正する条例 

 浜松市立保育所条例（昭和２４年浜松市条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（名称及び位置）  （名称及び位置） 

第２条 保育所の名称及び位置は、次のとおり

とする。 

第２条 保育所の名称及び位置は、次のとおり

とする。 

名称 位置 

（略） 

浜 松市立佐

鳴台保育園 

浜松市中央区佐鳴台三丁目30番

1号 

 （略） 

名称 位置 

（略） 

浜 松市立佐

鳴台保育園 

浜松市中央区佐鳴台三丁目31番

2号 

 （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

 この条例は、令和６年７月１日から施行する。 
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第   88 号 議  案   

令和 6年 5月23日提 出   

浜松市病院事業の設置等に関する条例の一部改正について 

浜松市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

浜松市長  中  野  祐  介  
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浜松市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

 浜松市病院事業の設置等に関する条例（昭和４８年浜松市条例第１６号）の一部を次の

ように改正する。 

改正前 改正後 

（経営の基本） （経営の基本） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ 病院の診療科目は、次のとおりとする。 ２ 病院の診療科目は、次のとおりとする。 

名称 診療科目 

浜松医療センター （略） 血管外科 

浜松市リハビリテー

ション病院 

（略） 整形外科 

リハビリテーション

科 （略） 

 （略）

名称 診療科目 

浜松医療センター （略） 血管外科 

腫瘍内科 放射線診

断科 

浜松市リハビリテー

ション病院 

（略） 整形外科 

脳神経外科 リハビ

リテーション科  

（略） 

（略） 

３ （略） ３ （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

 この条例は、令和６年７月１日から施行する。 
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第   89 号 議  案   

令和 6年 5月23日提 出   

浜松市観光バス公共駐車場条例の一部改正について 

浜松市観光バス公共駐車場条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

浜松市長  中  野  祐  介  
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浜松市観光バス公共駐車場条例の一部を改正する条例 

第１条 浜松市観光バス公共駐車場条例（平成１２年浜松市条例第５７号）の一部を次の

ように改正する。 

改正前 改正後 

（駐車場を使用できる自動車の種類） （駐車場を使用できる自動車の種類） 

第３条 駐車場を使用できる自動車は、自動車

登録規則（昭和４５年運輸省令第７号）第

１３条第２号の規定による分類番号の最初

の数字が２である自動車であって道路運送

法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１

号ロに規定する事業を行うためのもの（以下

「観光バス」という。）とする。ただし、市

長が特に必要があると認めるときは、観光バ

ス以外の自動車を駐車させることができる。

第３条 駐車場を使用できる自動車は、自動車

登録規則（昭和４５年運輸省令第７号）第

１３条第１項第２号の規定による分類番号

の最初の数字が２である自動車であって道

路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３

条第１号ロに規定する事業を行うためのも

の（以下「観光バス」という。）とする。た

だし、市長が特に必要があると認めるとき

は、観光バス以外の自動車を駐車させること

ができる。 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

第２条 浜松市観光バス公共駐車場条例の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

別表（第６条関係） 別表（第６条関係） 

区分 金額 

1日1回 1台につき 午前7時30分

から午後9時30分まで 

1,040円

 （略） 

区分 金額 

1日1回 1台につき 午前7時30分

から午後9時30分まで 

2,200円

（略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第１条の規定は、公布の日から

施行する。 
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第   90 号 議  案   

令和 6年 5月23日提 出   

浜松市ギャラリーモール条例及び浜松市新川モール条例の一部改正について 

浜松市ギャラリーモール条例及び浜松市新川モール条例の一部を改正する条例を次のよ

うに定める。 

浜松市長  中  野  祐  介  
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浜松市ギャラリーモール条例及び浜松市新川モール条例の一部を改正する条例 

 （浜松市ギャラリーモール条例の一部改正） 

第１条 浜松市ギャラリーモール条例（平成２３年浜松市条例第２８号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改正前 改正後 

（名称及び位置） （名称及び位置） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

 ２ 市長は、モールの区域を告示しなければな

らない。当該区域を変更したときも、同様と

する。 

（行為の禁止） （行為の禁止） 

第７条 モールにおいては、次に掲げる行為を

してはならない。ただし、第３条に規定する

事業に係る行為又は第５条第１項若しくは

第２項の許可に係る行為については、この限

りでない。 

第７条 モールにおいては、次に掲げる行為を

してはならない。ただし、第３条に規定する

事業に係る行為又は第５条第１項若しくは

第２項の許可に係る行為については、この限

りでない。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 球戯をし、ローラースケートをし、又

はこれらに類する行為をすること。 

(5) 球戯をし、スケートボードをし、又は

これらに類する行為をすること。 

 (6)～(9) （略）  (6)～(9) （略） 

 ２ 何人も、前項各号に掲げる行為（同項ただ

し書に規定する行為を除く。）のうち、モー

ルにおいて標識の掲示その他の表示により

禁止されているものを行う目的で、モールに

立ち入ってはならない。 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 （浜松市新川モール条例の一部改正） 

第２条 浜松市新川モール条例（令和３年浜松市条例第２０号）の一部を次のように改正

する。 

改正前 改正後 

（名称及び位置） （名称及び位置） 
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第２条 （略） 第２条 （略） 

 ２ 市長は、モールの区域を告示しなければな

らない。当該区域を変更したときも、同様と

する。 

（行為の禁止） （行為の禁止） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

 ２ 何人も、前項各号に掲げる行為（同項ただ

し書に規定する行為を除く。）のうち、モー

ルにおいて標識の掲示その他の表示により

禁止されているものを行う目的で、モールに

立ち入ってはならない。 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

この条例は、令和６年７月１７日から施行する。 
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第   91 号 議  案   

令和 6年 5月23日提 出   

浜松都市計画事業高竜土地区画整理事業施行条例の廃止について 

浜松都市計画事業高竜土地区画整理事業施行条例を廃止する条例を次のように定める。 

浜松市長  中  野  祐  介  

浜松都市計画事業高竜土地区画整理事業施行条例を廃止する条例 

浜松都市計画事業高竜土地区画整理事業施行条例（平成９年浜松市条例第７２号）は、

廃止する。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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第   92 号 議  案   

令和 6年 5月23日提 出   

浜松市かわな野外活動センター条例の一部改正について 

浜松市かわな野外活動センター条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

浜松市長  中  野  祐  介  
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浜松市かわな野外活動センター条例の一部を改正する条例 

浜松市かわな野外活動センター条例（昭和６０年浜松市条例第４３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改正前 改正後 

別表（第６条関係） 別表（第６条関係） 

１ 施設利用料金 １ 施設利用料金 

(1) 宿泊施設（炊事用具を含む。） (1) 宿泊施設（炊事用具を含む。） 

利用区分 金額 

舎

営

施

設

宿 泊

（1人

1泊に

つき）

幼児 幼稚園の園児が

教育課程に基づ

く教育活動とし

て利用する場合

及び保育所の園

児が保育活動と

して利用する場

合並びにこれら

に準じる場合 

円

100 

その他の場合 200 

小 学 校

の 児 童

（ こ れ

に 準 じ

る 者 を

含む。以

下 同

じ。）及

び 中 学

校 の 生

徒（これ

に 準 じ

る 者 を

含む。以

下 同

じ。） 

小学校の児童又

は中学校の生徒

が教育課程に基

づく教育活動と

して利用する場

合 

150 

その他の場合 310 

高等学校の生徒（これに準

じる者を含む。以下同じ。）

310 

一般 620 

日 帰

り（1

人1日

に つ

き） 

幼児 幼稚園の園児が

教育課程に基づ

く教育活動とし

て利用する場合

及び保育所の園

児が保育活動と

して利用する場

合並びにこれら

に準じる場合 

50 

その他の場合 100 

利用区分 金額 

舎

営

施

設

宿 泊

（1人

1泊に

つき）

幼児 幼稚園の園児が

教育課程に基づ

く教育活動とし

て利用する場合

及び保育所の園

児が保育活動と

して利用する場

合並びにこれら

に準じる場合 

円

200 

その他の場合 400 

小 学 校

の 児 童

（ こ れ

に 準 じ

る 者 を

含む。以

下 同

じ。）及

び 中 学

校 の 生

徒（これ

に 準 じ

る 者 を

含む。以

下 同

じ。） 

小学校の児童又

は中学校の生徒

が教育課程に基

づく教育活動と

して利用する場

合 

300 

その他の場合 620 

高等学校の生徒（これに準

じる者を含む。以下同じ。）

620 

一般 1,240

日 帰

り（1

人1日

に つ

き） 

幼児 幼稚園の園児が

教育課程に基づ

く教育活動とし

て利用する場合

及び保育所の園

児が保育活動と

して利用する場

合並びにこれら

に準じる場合 

100 

その他の場合 200 
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小 学 校

の 児 童

及 び 中

学 校 の

生徒 

小学校の児童又

は中学校の生徒

が教育課程に基

づく教育活動と

して利用する場

合 

50 

その他の場合 100 

高等学校の生徒 100 

一般 200 
100

野

営

施

設

宿 泊

（1人

1泊に

つき）

小 学 校

の 児 童

及 び 中

学 校 の

生徒 

小学校の児童又

は中学校の生徒

が教育課程に基

づく教育活動と

して利用する場

合 

100 

その他の場合 200 

高等学校の生徒 200 

一般 410 

小 学 校

の 児 童

及 び 中

学 校 の

生徒 

小学校の児童又

は中学校の生徒

が教育課程に基

づく教育活動と

して利用する場

合 

100 

その他の場合 200 

高等学校の生徒 200 

一般 400 
100

野

営

施

設

宿 泊

（1人

1泊に

つき）

小 学 校

の 児 童

及 び 中

学 校 の

生徒 

小学校の児童又

は中学校の生徒

が教育課程に基

づく教育活動と

して利用する場

合 

200 

その他の場合 400 

高等学校の生徒 400 

一般 820 

備考 備考 

   １・２ （略） １・２ （略） 

３ 浜松市又は湖西市内に所在する団

体以外の団体が利用する場合におけ

る当該団体に属する者の利用料金

は、所定の利用料金の１．５倍に相

当する額とする。 

３ 浜松市内に所在する団体以外の団

体が利用する場合における当該団体

に属する者の利用料金は、所定の利

用料金の１．５倍に相当する額とす

る。 

   ４ （略） ４ （略） 

(2) 多目的ホール及び体育室 (2) 多目的ホール及び体育室 

利用時間区分

利用区分 

午 前 9

時から

午 後 9

時まで

1 時

間につ

き 

多

目

的

ホ

ー

ル

幼 児

の 団

体 

幼稚園の園児の団体が教

育課程に基づく教育活動

として利用する場合及び

保育所の園児の団体が保

育活動として利用する場

合並びにこれらに準じる

場合 

円

35 

 その他の場合 70 

小 学

校 の

児 童

及 び

小学校の児童又は中学校

の生徒の団体が教育課程

に基づく教育活動として

利用する場合 

85 

利用時間区分

利用区分 

午 前 9

時から

午 後 9

時まで

1 時

間につ

き 

多

目

的

ホ

ー

ル

幼 児

の 団

体 

幼稚園の園児の団体が教

育課程に基づく教育活動

として利用する場合及び

保育所の園児の団体が保

育活動として利用する場

合並びにこれらに準じる

場合 

円

70 

 その他の場合 140 

小 学

校 の

児 童

及 び

小学校の児童又は中学校

の生徒の団体が教育課程

に基づく教育活動として

利用する場合 

170 
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中 学

校 の

生 徒

の 団

体

その他の場合 170 

高等学校の生徒の団体 170 

一般の団体 550 

体

育

室

幼 児

の 団

体 

幼稚園の園児の団体が教

育課程に基づく教育活動

として利用する場合及び

保育所の園児の団体が保

育活動として利用する場

合並びにこれらに準じる

場合 

50 

その他の場合 100 

小 学

校 の

児 童

及 び

中 学

校 の

生 徒

の 団

体 

小学校の児童又は中学校

の生徒の団体が教育課程

に基づく教育活動として

利用する場合 

120 

その他の場合 240 

高等学校の生徒の団体 240 

一般の団体 800 

中 学

校 の

生 徒

の 団

体

その他の場合 340 

高等学校の生徒の団体 340 

一般の団体 1,100 

体

育

室

幼 児

の 団

体 

幼稚園の園児の団体が教

育課程に基づく教育活動

として利用する場合及び

保育所の園児の団体が保

育活動として利用する場

合並びにこれらに準じる

場合 

100 

その他の場合 200 

小 学

校 の

児 童

及 び

中 学

校 の

生 徒

の 団

体 

小学校の児童又は中学校

の生徒の団体が教育課程

に基づく教育活動として

利用する場合 

240 

その他の場合 480 

高等学校の生徒の団体 480 

一般の団体 1,600 

備考 備考 

１ （略） １ （略） 

２ 浜松市又は湖西市内に所在する団

体以外の団体が利用する場合の利用

料金は、所定の利用料金の１．５倍

に相当する額とする。 

２ 浜松市内に所在する団体以外の団

体が利用する場合の利用料金は、所

定の利用料金の１．５倍に相当する

額とする。 

３ （略） ３ （略） 

２ 暖房装置利用料金（舎営施設に限る。） ２ 暖房装置利用料金（舎営施設に限る。）

１棟につき １，４６０円 １棟につき ２，９２０円 

３ 炊事用具利用料金 ３ 炊事用具利用料金 

１式１回につき ２００円 １式１回につき ４００円 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

２ 改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後の利用に係る利用料金について適用
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する。ただし、この条例の施行の際現に当該利用の許可を受けている者の当該許可に係

る利用料金については、なお従前の例による。 
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第   93 号 議  案   

令和 6年 5月23日提 出   

浜松市美術館条例の一部改正について 

浜松市美術館条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

浜松市長  中  野  祐  介  
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浜松市美術館条例の一部を改正する条例 

 浜松市美術館条例（昭和４６年浜松市条例第３３号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （観覧料）  （観覧料） 

第７条 美術館の美術品等を観覧しようとす

る者は、観覧の際別表第１に定める観覧料を

納めなければならない。ただし、市長が特別

の理由があると認めるときは、観覧後に観覧

料を納付することができる。 

第７条 浜松市美術館の美術品等を観覧しよ

うとする者は、観覧の際別表第１に定める観

覧料を納めなければならない。ただし、規則

で定める場合その他市長が特別の理由があ

ると認める場合は、観覧後に観覧料を納付す

ることができる。 

 （使用料）  （使用料） 

第１０条 美術館の使用料は、別表第２及び別

表第３のとおりとする。 

第１０条 浜松市美術館の使用料は、別表第２

のとおりとする。 

２ 前項に規定する使用料は、利用の許可を受

けた際に納付しなければならない。ただし、

市長において特別の理由があると認めたと

きは、利用後に使用料を納付することができ

る。 

２ 前項に規定する使用料は、前条の規定によ

る許可を受けた際に納付しなければならな

い。ただし、規則で定める場合その他市長が

特別の理由があると認める場合は、この限り

でない。 

 （観覧料等の減免）  （観覧料等の減免） 

第１２条 第７条に規定する観覧料及び第

１０条第１項に規定する使用料（以下これら

を「観覧料等」という。）について市長が特

別の理由があると認めたときは、これを減免

することができる。 

第１２条 市長は、規則で定める場合その他特

別の理由があると認める場合は、第７条に規

定する観覧料及び第１０条第１項に規定す

る使用料（以下これらを「観覧料等」という。）

を減免することができる。 

（観覧料等の不還付）  （観覧料等の不還付） 

第１３条 既納の観覧料等は、還付しない。た

だし、市長が特別の理由があると認めたとき

は、その全部又は一部を還付することができ

る。 

第１３条 既納の観覧料等は、還付しない。た

だし、市長は、規則で定める場合その他特別

の理由があると認める場合は、当該観覧料等

の全部又は一部を還付することができる。 

（利用権の譲渡禁止）  （利用権の譲渡禁止） 

第１４条 利用者は、利用の権利を譲渡し、又 第１４条 第９条の規定による許可を受けた
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は転貸してはならない。 者（以下「利用者」という。）は、利用の権

利を譲渡し、又は転貸してはならない。 

（指定管理者による管理） （指定管理者による管理） 

第１７条の２ 委員会は、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項

の規定に基づき、市が指定する法人その他の

団体（以下「指定管理者」という。）に浜松

市秋野不矩美術館の管理を行わせるものと

する。 

第１７条の２ 委員会は、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号。以下「法」という。）

第２４４条の２第３項の規定に基づき、市が

指定する法人その他の団体（以下「指定管理

者」という。）に浜松市秋野不矩美術館の管

理を行わせるものとする。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

 （利用料金の納付） 

 第１７条の３ 浜松市秋野不矩美術館の美術

品等を観覧しようとする者にあっては観覧

の際、第９条の規定による許可（浜松市秋野

不矩美術館に係るものに限る。）を受けた者

にあっては当該許可を受けた際に、指定管理

者に対し、利用料金（法第２４４条の２第８

項の利用料金をいう。以下同じ。）を納付し

なければならない。ただし、指定管理者が特

別の理由があると認めるときは、この限りで

ない。 

 ２ 利用料金は、別表第１及び別表第３に定め

る額の範囲内において、指定管理者があらか

じめ市長の承認を得て定めるものとする。利

用料金を変更しようとするときも同様とす

る。 

 ３ 指定管理者は、前項の承認を得たときは、

その旨及び当該利用料金の額を公表しなけ

ればならない。 

 ４ 利用料金は、指定管理者の収入とする 。 

 （利用料金の減免） 

 第１７条の４ 指定管理者は、規則で定める場
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合その他特別の理由があると認める場合は、

利用料金を減免することができる。 

 （利用料金の不還付） 

 第１７条の５ 既納の利用料金は、還付しな

い。ただし、指定管理者は、規則で定める場

合その他特別の理由があると認める場合は、

当該利用料金の全部又は一部を還付するこ

とができる。 

 （協議会の設置）  （協議会の設置） 

第１８条 （略） 第１８条 （略） 

別表第１（第７条関係） 別表第１（第７条・第１７条の３関係） 

 （略）  （略） 

別表第３（第１０条関係） 別表第３（第１７条の３関係） 

浜松市秋野不矩美術館施設使用料   浜松市秋野不矩美術館施設利用料金 

   （表略）    （表略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 浜松市秋野不矩美術館に係る改正後の浜松市美術館条例の規定は、この条例の施行の

日（以下「施行日」という。）以後における観覧及び施設の利用（施行日前にされた改正

前の第９条の規定による許可に係るものを除く。）について適用し、施行日前における観

覧及び施設の利用（施行日前にされた改正前の第９条の規定による許可に係る施行日以

後における施設の利用を含む。）については、なお従前の例による。 

 （国民の祝日における浜松市公の施設の開放に関する条例の一部改正） 

３ 国民の祝日における浜松市公の施設の開放に関する条例（昭和５５年浜松市条例第 

４１号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

第２条 次の表の左欄に掲げる公の施設につ

いては、同表の中欄に掲げる国民の祝日に限

第２条 次の表の左欄に掲げる公の施設につ

いては、同表の中欄に掲げる国民の祝日に限
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り、同表の右欄に掲げる使用料又は利用料金

を無料とする。 

り、同表の右欄に掲げる使用料又は利用料金

を無料とする。 

（略） 

浜松市秋野

不矩美術館

文 化

の日 

浜松市美術館条例第7条に

規定する観覧料（常設展に

係るものに限る。） 

（略） 

浜松市秋野

不矩美術館

文 化

の日 

浜松市美術館条例第17条

の3に規定する利用料金

（常設展に係るものに限

る。） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 （市制記念日及び県民の日における浜松市公の施設の開放に関する条例の一部改正） 

４ 市制記念日及び県民の日における浜松市公の施設の開放に関する条例（平成９年浜松

市条例第６２号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

第２条 次の表の左欄に掲げる公の施設につ

いては、市制記念日及び県民の日に限り、同

表の右欄に掲げる使用料又は利用料金を無

料とする。 

第２条 次の表の左欄に掲げる公の施設につ

いては、市制記念日及び県民の日に限り、同

表の右欄に掲げる使用料又は利用料金を無

料とする。 

（略） 

浜松市秋野

不矩美術館

浜松市美術館条例第7条に規定す

る観覧料（常設展に係るものに限

る。） 

（略） 

浜松市秋野

不矩美術館

浜松市美術館条例第17条の3に規

定する利用料金（常設展に係るも

のに限る。） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 
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第   94 号 議  案   

令和 6年 5月23日提 出   

浜松市勤労福祉センター条例の制定について 

浜松市勤労福祉センター条例を次のように定める。 

浜松市長  中  野  祐  介  
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浜松市勤労福祉センター条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、勤労者等の福祉の増進を図るため設置する勤労福祉センターについ

て必要な事項を定める。 

（名称及び位置） 

第２条 勤労福祉センターは、浜松市勤労福祉センター（以下「センター」という。）とい

い、浜松市中央区船越町１１番１１号に置く。 

（事業） 

第３条 センターは、次に掲げる事業を行う。 

(1) 勤労者等の会議、研修等のため又は福利厚生を図るために施設を提供すること。 

(2) 勤労者等に対する講座、教室等を開催すること。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める事業 

（開館時間） 

第４条 センターの開館時間は、午前９時から午後９時３０分までとする。ただし、庭球

場については、午後９時までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、第６条第１項の規定により市が指定する法人その他の団体

（以下「指定管理者」という。）は、必要があると認めるときは、市長の承認を得て開館

時間を変更することができる。 

（休館日等） 

第５条 センターの休館日は、１２月２９日から翌年の１月３日までとする。ただし、指

定管理者は、必要があると認めるときは、市長の承認を得て臨時に休館し、開館し、又

は休館日を変更することができる。 

（指定管理者による管理） 

第６条 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２４４条

の２第３項の規定に基づき、市が指定する法人その他の団体にセンターの管理を行わせ

るものとする。 

２ 指定管理者が行う業務は、次に掲げるとおりとする。ただし、市長のみの権限に属す

る事務に係る業務については、これを除くものとする。 

(1) 第３条各号に掲げる事業に関する業務 

(2) センターの利用の許可に関する業務 

(3) センターの施設及び設備の維持管理に関する業務 

(4) 前３号に掲げるもののほか、センターの管理に関して市長が必要があると認める業

務 
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（入館の制限） 

第７条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当する者がある場合は、入館を拒み、又

は退館を命じることができる。 

(1) 施設、設備、展示品等を損傷した者又はそのおそれがある者 

(2) 他人に危害を及ぼし、若しくは他人の迷惑になるおそれがある物品又は動物類を携

帯する者 

(3) めいていしている者 

(4) 管理上必要な指示に従わない者 

（利用の許可） 

第８条 センターの施設を利用しようとする者は、規則で定めるところにより指定管理者

の許可を受けなければならない。 

（利用の制限） 

第９条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、センターの施設の利用を

許可しない。 

(1) 公の秩序又は善良の風俗を乱すおそれがあるとき。 

(2) 集団的に又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある組織の利益になると認め

るとき。 

(3) 施設、設備、展示品等を損傷するおそれがあるとき。 

(4) 前３号に定めるもののほか、管理上支障があると認めるとき。 

（利用料金の納付） 

第１０条 第８条の規定による許可を受けた者（以下「利用者」という。）は、指定管理者

に対し、利用料金（法第２４４条の２第８項の利用料金をいう。以下同じ。）を利用する

日前において指定管理者が指定する日までに納付しなければならない。ただし、指定管

理者が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

２ 利用料金は、別表に定める額の範囲内において、指定管理者があらかじめ市長の承認

を得て定めるものとする。利用料金を変更しようとするときも同様とする。 

３ 指定管理者は、前項の承認を得たときは、その旨及び当該利用料金の額を公表しなけ

ればならない。 

４ 利用料金は、指定管理者の収入とする。 

（利用料金の減免） 

第１１条 指定管理者は、規則で定める場合その他特別の理由があると認める場合は、利

用料金を減免することができる。 

（利用料金の不還付） 

第１２条 既納の利用料金は、還付しない。ただし、指定管理者は、規則で定める場合そ
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の他特別の理由があると認める場合は、当該利用料金の全部又は一部を還付することが

できる。 

（利用権の譲渡禁止） 

第１３条 利用者は、利用の権利を譲渡し、又は転貸してはならない。 

（利用の許可の取消し等） 

第１４条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、利用の許可を取り消し、

利用の条件を変更し、又は利用を停止することができる。 

(1) この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

(2) 管理上支障があるとき。 

（原状回復の義務） 

第１５条 利用者は、センターの利用を終了したとき又は前条の規定により利用の許可を

取り消され、若しくは利用を停止されたときは、直ちにこれを原状に回復しなければな

らない。 

（損害賠償の義務） 

第１６条 センターの施設、設備、展示品等を損傷し、又は滅失した者は、その損害につ

いて市長が定める額を賠償しなければならない。 

（委任） 

第１７条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、規則で

定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、規則で定める日から施行する。ただし、附則第３項及び附則第４項の規

定は公布の日から、第１０条第３項及び第４項の規定は規則で定める日から施行する。 

（浜松市勤労会館条例及び浜松市立勤労青少年ホーム条例の廃止） 

２ 次に掲げる条例は、廃止する。 

 (1) 浜松市勤労会館条例（昭和５８年浜松市条例第３５号） 

 (2) 浜松市立勤労青少年ホーム条例（昭和６０年浜松市条例第２２号） 

（準備行為） 

３ 第６条第１項の規定による指定及び浜松市指定管理者による公の施設の管理に関する

条例（平成２０年浜松市条例第６１号）第２条から第８条までの規定による指定の手続

その他の行為は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前においても行うこと

ができる。 

４ 別表の１の備考の１の規定による認定及びこれに関し必要な手続その他の行為は、施
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行日前においても行うことができる。 

（利用料金制移行までの間の経過措置） 

５ 施行日から附則第１項ただし書に規定する規則で定める日の前日までの間におけるこ

の条例の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる条例の規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第 10 条の見出し 利用料金 使用料 

第 10 条第 1 項 指定管理者 市長 

利用料金（法第 244 条の 2 第 8 項の利用

料金をいう。以下同じ。） 

使用料 

第 10 条第 2 項 利用料金は 使用料は 

定める額の範囲内において、指定管理者

があらかじめ市長の承認を得て定める

ものとする。利用料金を変更しようとす

るときも同様とする 

定める額とする 

第 11 条（見出しを含む。）

及び第 12 条（見出しを含

む。） 

利用料金 使用料 

指定管理者 市長 

別表 利用料金 使用料 

別表（第１０条関係） 

１ ホール等 

利用時間区分

利用区分 

午前 9時から午後9時まで

 1 時間につき 

午後 9 時から午後 9 時 30

分まで 

多目的ホール 勤労者団体等 円

710 

円

350 

その他 1,430 710 

大会議室 勤労者団体等 710 350 

その他 1,430 710 

大会議室 東 勤労者団体等 480 240 

その他 960 480 

大会議室 西 勤労者団体等 230 110 

その他 470 230 

中会議室 1 勤労者団体等 230 110 

その他 470 230 

中会議室 2 勤労者団体等 630 310 

その他 1,270 630 

小会議室 1 勤労者団体等 140 70 

その他 280 140 

小会議室 2 勤労者団体等 110 50 

その他 230 110 

会議室 1 勤労者団体等 140 70 

その他 280 140 

会議室 2 勤労者団体等 140 70 

その他 280 140 

会議室 3 勤労者団体等 140 70 

その他 280 140 
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会議室 4 勤労者団体等 140 70 

その他 280 140 

スタジオ 勤労者団体等 630 310 

その他 1,270 630 

音楽室 勤労者団体等 390 190 

その他 790 390 

茶室 勤労者団体等 190 90 

その他 380 190 

美術工芸室 勤労者団体等 150 70 

その他 300 150 

体育館 全面 勤労者団体等 640 320 

その他 1,280 640 

半面 勤労者団体等 320 160 

その他 640 320 

備考 

１ 勤労者団体等とは、勤労者で組織する団体その他これに準じる団体で市長が認

めるものをいう。以下同じ。 

２ 利用時間の開始は正時からとし、利用時間の終了は午後９時３０分まで利用す

る場合を除き正時までとする。 

３ 利用者が３００円以上の入場料（これに類するものを含み、資料代その他の実

費を除く。以下同じ。）を徴収する場合及び商品の展示、宣伝又は販売その他の営

業活動を行う場合の利用料金は、所定の利用料金の２倍に相当する額とする。 

４ 利用時間を１５分以上超過し、又は繰り上げて利用する場合の当該超過又は繰

上げに係る利用料金は、次のとおりとする。 

(1) 所定の開館時間内に利用する場合は、当該超過し、又は繰り上げた時間の属

する利用時間区分の利用料金（備考の３に規定する利用にあっては、当該規定

により算出した額とする。(2)において同じ。）に相当する額 

(2) 所定の開館時間外に利用する場合は、１時間につき、午前９時から午後９時

までの間の１時間当たりの利用料金の１．５倍に相当する額 

５ 利用料金を算定して得た額に１０円未満の端数があるときは、これを切り捨て

る。 

２ 楽器保管庫 

  １室１日につき ５０円 

３ 庭球場 

(1) 施設 

利用時間区分

利用区分 

午前 9時から午後 9時まで 2時間につき

勤労者団体等 1 面につき 550 円

その他 1 面につき 1,100 円
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備考 

１ 利用時間は、午前９時から午前１１時まで、午前１１時から午後１時まで、午

後１時から午後３時まで、午後３時から午後５時まで、午後５時から午後７時ま

で又は午後７時から午後９時までとする。 

２ 利用者が３００円以上の入場料を徴収する場合及び商品の展示、宣伝又は販売

その他の営業活動を行う場合の利用料金は、所定の利用料金の２倍に相当する額

とする。 

３ 利用時間を１５分以上超過し、又は繰り上げて利用する場合の当該超過又は繰

上げに係る利用料金は、次のとおりとする。 

(1) 所定の開館時間内に利用する場合は、当該超過し、又は繰り上げた時間の属

する利用時間区分の利用料金（備考の２に規定する利用にあっては、当該規定

により算出した額とする。(2)において同じ。）に相当する額 

(2) 所定の開館時間外に利用する場合は、１時間につき、午前９時から午後９時

までの間の１時間当たりの利用料金の１．５倍に相当する額 

４ 利用料金を算定して得た額に１０円未満の端数があるときは、これを切り捨て

る。 

(2) 照明設備 

１面１時間につき（１５分未満の端数は切り捨て、１５分以上は１時間とする。）

 ２００円 

４ 備付物品 

規則で定める額 
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第   95 号 議  案   

令和 6年 5月23日提 出   

   工事請負契約の一部変更について 

 次のとおり工事請負契約の一部を変更する。 

浜松市長  中  野  祐  介  

（令和4年6月20日 第79号議案 原案可決） 

工事の名称 工事の概要 区分 契約金額 

（国）１５２号

道路災害復旧工

事（抑止工１）

・復旧延長 

L=84m 

・道路土工 

V=20 

・グラウンドアン

カー工 

N=114本 

・仮設工 

1式 

変更前 310,200,000円 

変更後 327,824,200円 
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第   96 号 議  案   

令和 6年 5月23日提 出   

   工事請負契約の一部変更について 

 次のとおり工事請負契約の一部を変更する。 

浜松市長  中  野  祐  介  

（令和4年6月20日 第80号議案 原案可決） 

工事の名称 工事の概要 区分 契約金額 

（国）１５２号

道路災害復旧工

事（抑止工２）

・復旧延長 

L=138m 

・道路土工 

V=760 

・グラウンドアン

カー工 

N=207本 

・仮設工 

1式 

変更前 343,200,000円 

変更後 404,094,900円 
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報   第    3  号   

令和 6年 5月23日提 出   

専決処分の承認について 

地方自治法第１７９条第１項の規定により次のとおり専決処分したから報告し、承認を

求める。 

浜松市長  中  野  祐  介  

専   第    6  号   

令和 6年 4月11日専 決   

令和 6 年度浜松市一般会計補正予算（第１号） 

静岡県知事の辞職に伴う、令和６年５月２６日執行の静岡県知事選挙の円滑な執行

のため、直ちに業務に着手する必要があることから、同法第１７９条第１項の規定によ

り専決処分とする。 

浜松市長  中  野  祐  介  

 令和 6 年度浜松市の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。  

 （歳入歳出予算の補正）  

第 1 条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 364,000 千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ 396,664,000 千円とする。  

2  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第 1 表 歳入歳出予算補正」による。 
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第１表　歳入歳出予算補正

     歳        入

款 項

千円 千円 千円

 19 県支出金 22,210,398 364,000 22,574,398 

  3 委託金 1,448,926 364,000 1,812,926 

396,300,000 364,000 396,664,000 

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計

     歳        出

款 項

千円 千円 千円

  2 総務費 47,956,091 364,000 48,320,091 

 10 選挙費 83,392 364,000 447,392 

396,300,000 364,000 396,664,000 

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計
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令和６年度

補正予算に関する説明書

浜  松  市
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 この説明中、歳入歳出補正予算事項別明細書における２歳入、３歳出については、予算審議の

便に供するため、議決科目である款項を予算執行科目の目節と同時に記載し、表罫二本線（  ）

で議決科目と執行科目の区分を明確化したものである。 
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一  般  会   計
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1  総    括

  （歳　　入）

千円 千円 千円

  1 市税 147,200,000    -    147,200,000    

  2 地方譲与税 3,765,000    -    3,765,000    

  3 利子割交付金 52,000    -    52,000    

  4 配当割交付金 742,000    -    742,000    

  5 株式等譲渡所得割交付金 1,157,000    -    1,157,000    

  6 分離課税所得割交付金 133,000    -    133,000    

  7 法人事業税交付金 2,150,000    -    2,150,000    

  8 地方消費税交付金 20,284,000    -    20,284,000    

  9 ゴルフ場利用税交付金 85,000    -    85,000    

 10 環境性能割交付金 772,000    -    772,000    

 11 軽油引取税交付金 6,365,000    -    6,365,000    

 12 国有提供施設等所在市町村助成交付金 334,000    -    334,000    

 13 地方特例交付金 6,017,000    -    6,017,000    

 14 地方交付税 34,500,000    -    34,500,000    

 15 交通安全対策特別交付金 336,000    -    336,000    

 16 分担金及び負担金 670,474    -    670,474    

 17 使用料及び手数料 4,612,994    -    4,612,994    

 18 国庫支出金 76,402,520    -    76,402,520    

 19 県支出金 22,210,398    364,000    22,574,398    

 20 財産収入 1,396,596    -    1,396,596    

 21 寄附金 3,125,076    -    3,125,076    

 22 繰入金 19,224,139    -    19,224,139    

 23 繰越金 3,000,000    -    3,000,000    

 24 諸収入 9,821,603    -    9,821,603    

 25 市債 31,944,200    -    31,944,200    

396,300,000    364,000    396,664,000    

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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  （歳　　出）

款

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

  1 議会費 966,679 - 966,679 

  2 総務費 47,956,091 364,000 48,320,091 364,000 

  3 民生費 128,026,591 - 128,026,591 

  4 衛生費 29,971,471 - 29,971,471 

  5 労働費 451,584 - 451,584 

  6 農林水産業費 6,430,275 - 6,430,275 

  7 商工費 9,033,240 - 9,033,240 

  8 土木費 55,357,355 - 55,357,355 

  9 消防費 11,871,479 - 11,871,479 

 10 教育費 66,813,235 - 66,813,235 

 11 災害復旧費 4,000,000 - 4,000,000 

 12 公債費 35,222,000 - 35,222,000 

 13 予備費 200,000 - 200,000 

396,300,000 364,000 396,664,000 364,000 歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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2  歳    入

千円 千円 千円

 19 県支出金 22,210,398  364,000  22,574,398  

  3 委託金 1,448,926  364,000  1,812,926  

  1 総務費委託金 1,376,879  364,000  1,740,879  

計 396,300,000  

款　　項　　目 補 正 前 の 額 補 正 額 計

364,000  396,664,000  
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（歳　入）  19   県支出金

節   

千円

県知事選挙費 364,000  県知事選挙執行経費に対するもの

委託金

説 明
区 分 金 額
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3  歳    出

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

  2 総務費 47,956,091 364,000 48,320,091 364,000 

 10 選挙費 83,392 364,000 447,392 364,000 

  1 選挙費 83,392 364,000 447,392 364,000 

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款　　項　　目 補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

計 396,300,000 364,000 396,664,000 364,000 
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（歳　出）   2   総務費

節       

千円

 1 報酬 35,000 1 県知事選挙 364,000千円 

 3 職員手当等 109,000 　(1) 人件費 144,000千円 

 7 報償費 2,000 　　ア　投票・開票管理者、立会人報酬　２，０６３人 30,000千円 

 8 旅費 1,900 　　イ　会計年度任用職員　４３人 5,000千円 

10 需用費 32,000 　　ウ　職員分 109,000千円 

11 役務費 44,000 　(2) 投票及び開票事業 189,000千円 

12 委託料 107,000 　(3) 投票及び開票事業デジタル運営経費 31,000千円 

13 使用料及び賃 25,000 

借料

14 工事請負費 1,000 

17 備品購入費 7,000 

21 補償、補填及 100 

び賠償金

説 明
区 分 金 額
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報   第    4  号   

令和 6年 5月23日提 出   

   専決処分の承認について 

 地方自治法第１７９条第１項の規定により次のとおり専決処分したから報告し、承認を

求める。 

浜松市長  中  野  祐  介  

専   第   7  号   

令和 6年 3月30日専 決   

浜松市税条例の一部改正について 

浜松市税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

浜松市長  中  野  祐  介  
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浜松市税条例の一部を改正する条例 

浜松市税条例（昭和２９年浜松市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

附 則    附 則 

（寄附金税額控除における特例控除額の特

例） 

（寄附金税額控除における特例控除額の特

例） 

第８条の４ （略） 第８条の４ （略） 

 （令和６年度分の個人の市民税の特別税額

控除） 

 第８条の５ 令和６年度分の個人の市民税に

限り、法附則第５条の８第４項及び第５項

に規定するところにより控除すべき市民税

に係る令和６年度分特別税額控除額を、前

年の合計所得金額が１，８０５万円以下で

ある所得割の納税義務者（次条及び附則第

８条の７において「特別税額控除対象納税

義務者」という。）の第３４条の３、第

３４条の５から第３４条の８まで、附則第

６条第２項、附則第８条第１項、附則第８

条の３の２第１項、前条及び附則第１０条

の２の規定を適用した場合の所得割の額か

ら控除する。 

 ２ 前項の規定の適用がある場合における第

３４条の６第２項、第４７条の５第１項及

び前条の規定の適用については、第３４条

の６第２項及び前条中「附則第５条の６第

２項」とあるのは「附則第５条の６第２項

及び附則第５条の８第６項」と、第４７条

の５第１項中「課した」とあるのは「附則

第８条の５第１項の規定の適用がないもの

とした場合に課すべき」と、「の前々年中」

とあるのは「の同項の規定の適用がないも
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のとした場合における前々年中」と、「、

前々年中」とあるのは「、附則第８条の５

第１項の規定の適用がないものとした場合

における前々年中」とする。 

 （令和６年度分の個人の市民税の納税通知

書に関する特例） 

 第８条の６ 令和６年度分の個人の市民税に

限り、個人の市民税の納税通知書に記載す

べき各納期の納付額については、次に定め

るところによる。 

 (1) 特別税額控除対象納税義務者の特別税

額控除前の普通徴収に係る個人の市民税

の額（前条第１項の規定の適用がないも

のとした場合に算出される普通徴収に係

る個人の市民税の額をいう。）、特別税

額控除前の普通徴収に係る個人の県民税

の額（法附則第５条の８第１項及び第２

項の規定の適用がないものとした場合に

算出される普通徴収に係る個人の県民税

の額をいう。）及び普通徴収に係る森林

環境税の額の合算額（以下この号におい

て「特別税額控除前の普通徴収に係る個

人の住民税の額」という。）からその者

の普通徴収に係る個人の市民税の額、普

通徴収に係る個人の県民税の額及び普通

徴収に係る森林環境税の額の合算額を控

除した額（以下この項において「普通徴

収の個人の住民税に係る特別税額控除

額」という。）がその者の特別税額控除

前の普通徴収に係る個人の住民税の額を

４ で 除 し て 得た 金 額（ 当 該 金 額 に

１，０００円未満の端数があるとき、又

は当該金額の全額が１，０００円未満で

あるときは、その端数金額又はその全額
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を切り捨てた金額。以下この項において

「分割金額」という。）に３を乗じて得

た金額をその者の特別税額控除前の普通

徴収に係る個人の住民税の額から控除し

た残額に相当する金額（以下この項にお

いて「第１期分金額」という。）に満た

ない場合には、当該納税通知書に記載す

べき各納期の納付額は、第４０条第１項

に規定する第１期の納期（以下この項、

次項及び次条第１項において「第１期納

期」という。）においてはその者の第１

期分金額からその者の普通徴収の個人の

住民税に係る特別税額控除額を控除した

額とし、その他のそれぞれの納期におい

てはその者の分割金額とする。 

 (2) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴

収の個人の住民税に係る特別税額控除額

がその者の第１期分金額以上であり、か

つ、その者の第１期分金額とその者の分

割金額との合計額に満たない場合には、

当該納税通知書に記載すべき各納期の納

付額は、第１期納期においてはないもの

とし、第４０条第１項に規定する第２期

の納期（以下この項及び次条第１項にお

いて「第２期納期」という。）において

はその者の第１期分金額とその者の分割

金額との合計額からその者の普通徴収の

個人の住民税に係る特別税額控除額を控

除した額とし、第４０条第１項に規定す

る第３期の納期（以下この項において「第

３期納期」という。）及び同条第１項に

規定する第４期の納期（以下この項にお

いて「第４期納期」という。）において

はその者の分割金額とする。 
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 (3) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴

収の個人の住民税に係る特別税額控除額

がその者の第１期分金額とその者の分割

金額との合計額以上であり、かつ、その

者の第１期分金額とその者の分割金額に

２を乗じて得た金額との合計額に満たな

い場合には、当該納税通知書に記載すべ

き各納期の納付額は、第１期納期及び第

２期納期においてはないものとし、第３

期納期においてはその者の第１期分金額

とその者の分割金額に２を乗じて得た金

額との合計額からその者の普通徴収の個

人の住民税に係る特別税額控除額を控除

した額とし、第４期納期においてはその

者の分割金額とする。 

 (4) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴

収の個人の住民税に係る特別税額控除額

がその者の第１期分金額とその者の分割

金額に２を乗じて得た金額との合計額以

上である場合には、当該納税通知書に記

載すべき各納期の納付額は、第１期納期、

第２期納期及び第３期納期においてはな

いものとし、第４期納期においてはその

者の普通徴収に係る個人の市民税の額、

普通徴収に係る個人の県民税の額及び普

通徴収に係る森林環境税の額の合算額と

する。 

 ２ 令和６年度分の個人の市民税（第１期納

期から第４７条第１項の規定により普通徴

収の方法によって徴収されることとなった

ものを除く。）を同項の規定により普通徴

収の方法によって徴収する場合について

は、前項の規定は、適用しない。 

 （令和６年度分の公的年金等に係る所得に
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係る個人の市民税に関する特例） 

 第８条の７ 令和６年度分の個人の市民税に

限り、第４７条の２第１項の規定により特

別徴収の方法によって徴収すべき公的年金

等に係る所得に係る個人の市民税（第３項

において「年金所得に係る特別徴収の個人

の市民税」という。）の額及び同条第２項

の規定により普通徴収の方法によって徴収

すべき公的年金等に係る所得に係る個人の

市民税の額については、次に定めるところ

による。 

 (1) 特別税額控除対象納税義務者の特別税

額控除前の年金所得に係る個人の市民税

の額（附則第８条の５第１項の規定の適

用がないものとした場合に算出される第

４７条の２第１項に規定する前年中の公

的年金等に係る所得に係る所得割額及び

均等割額（これと併せて賦課徴収を行う

森林環境税額を含む。以下この号及び第

５号において同じ。）の合算額（以下この

号及び第５号において「年金所得に係る

所得割額及び均等割額の合算額」とい

う。）をいう。以下この号及び第３項第１

号において同じ。）からその者の年金所得

に係る所得割額及び均等割額の合算額を

控除した額（以下この項及び第３項にお

いて「年金所得に係る個人の市民税に係

る特別税額控除額」という。）がその者の

特別税額控除前の普通徴収に係る個人の

市民税の額（特別税額控除前の年金所得

に係る個人の市民税の額から特別税額控

除前の特別徴収に係る個人の市民税の額

（特別税額控除前の年金所得に係る個人

の市民税の額の２分の１に相当する額を
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いう。以下この号において同じ。）を控除

した額をいう。以下この号において同

じ。）を２で除して得た金額（当該金額に

１，０００円未満の端数があるとき、又

は当該金額の全額が１，０００円未満で

あるときは、その端数金額又はその全額

を切り捨てた金額。以下この項において

「第２期分金額」という。）をその者の特

別税額控除前の普通徴収に係る個人の市

民税の額から控除した残額に相当する金

額（以下この項において「第１期分金額」

という。）に満たない場合には、第１期納

期及び第２期納期に普通徴収の方法によ

って徴収すべき公的年金等に係る所得に

係る個人の市民税の額（以下この項にお

いて「普通徴収対象税額」という。）並び

に第４７条の３に規定する特別徴収対象

年金給付の支払をする際、特別徴収の方

法によって徴収すべき公的年金等に係る

所得に係る個人の市民税の額（以下この

項及び第３項において「特別徴収対象税

額」という。）は、第１期納期においては

その者の第１期分金額からその者の年金

所得に係る個人の市民税に係る特別税額

控除額を控除した残額に相当する税額、

第２期納期においてはその者の第２期分

金額に相当する税額、当該年度の初日の

属する年の１０月１日から１１月３０日

までの間においてはその者の特別税額控

除前の特別徴収に係る個人の市民税の額

を３で除して得た金額（当該金額に

１００円未満の端数があるとき、又は当

該金額の全額が１００円未満であるとき

は、その端数金額又はその全額を切り捨
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てた金額。以下この項において「分割金

額」という。）に２を乗じて得た金額をそ

の者の特別税額控除前の特別徴収に係る

個人の市民税の額から控除した残額に相

当する金額（以下この項において「１０

月分金額」という。）に相当する税額、同

年１２月１日から翌年の３月３１日まで

の間においてはその者の分割金額に相当

する税額とする。 

 (2) 特別税額控除対象納税義務者の年金所

得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額がその者の第１期分金額以上であ

り、かつ、その者の第１期分金額とその

者の第２期分金額との合計額に満たない

場合には、普通徴収対象税額及び特別徴

収対象税額は、第１期納期における税額

はないものとし、第２期納期においては

その者の第１期分金額とその者の第２期

分金額との合計額からその者の年金所得

に係る個人の市民税に係る特別税額控除

額を控除した残額に相当する税額、当該

年度の初日の属する年の１０月１日から

１１月３０日までの間においてはその者

の１０月分金額に相当する税額、同年 

１２月１日から翌年の３月３１日までの

間においてはその者の分割金額に相当す

る税額とする。 

 (3) 特別税額控除対象納税義務者の年金所

得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額がその者の第１期分金額とその者の

第２期分金額との合計額以上であり、か

つ、その者の第１期分金額、その者の第

２期分金額及びその者の１０月分金額の

合計額に満たない場合には、普通徴収対
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象税額及び特別徴収対象税額は、第１期

納期及び第２期納期における税額はない

ものとし、当該年度の初日の属する年の

１０月１日から１１月３０日までの間に

おいてはその者の第１期分金額、その者

の第２期分金額及びその者の１０月分金

額の合計額からその者の年金所得に係る

個人の市民税に係る特別税額控除額を控

除した残額に相当する税額、同年１２月

１日から翌年の３月３１日までの間にお

いてはその者の分割金額に相当する税額

とする。 

 (4) 特別税額控除対象納税義務者の年金所

得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額がその者の第１期分金額、その者の

第２期分金額及びその者の１０月分金額

の合計額以上であり、かつ、その者の第

１期分金額、その者の第２期分金額、そ

の者の１０月分金額及びその者の分割金

額の合計額に満たない場合には、普通徴

収対象税額及び特別徴収対象税額は、第

１期納期及び第２期納期並びに当該年度

の初日の属する年の１０月１日から１１

月３０日までの間における税額はないも

のとし、同年１２月１日から翌年の１月

３１日までの間においてはその者の第１

期分金額、その者の第２期分金額、その

者の１０月分金額及びその者の分割金額

の合計額からその者の年金所得に係る個

人の市民税に係る特別税額控除額を控除

した残額に相当する税額、同年２月１日

から３月３１日までの間においてはその

者の分割金額に相当する税額とする。 

 (5) 特別税額控除対象納税義務者の年金所
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得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額がその者の第１期分金額、その者の

第２期分金額、その者の１０月分金額及

びその者の分割金額の合計額以上である

場合には、普通徴収対象税額及び特別徴

収対象税額は、第１期納期及び第２期納

期並びに当該年度の初日の属する年の 

１０月１日から翌年の１月３１日までの

間における税額はないものとし、同年２

月１日から３月３１日までの間において

はその者の年金所得に係る所得割額及び

均等割額の合算額に相当する税額とす

る。 

 ２ 前項の規定の適用がある場合における第

４７条の４の規定の適用については、同条

第２項中「年金所得に係る特別徴収税額を

当該年度の初日の属する年の１０月１日か

ら翌年の３月３１日までの間における当該

特別徴収対象年金所得者に係る特別徴収対

象年金給付の支払の回数で除して得た額」

とあるのは、「附則第８条の７第１項各号

に規定する特別徴収の方法によって徴収す

べき額」とする。 

 ３ 令和６年度分の個人の市民税に限り、年

金所得に係る特別徴収の個人の市民税の額

（第１項の規定の適用があるものを除く。）

については、次に定めるところによる。 

 (1) 特別税額控除対象納税義務者の年金所

得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額がその者の特別税額控除前の特別徴

収に係る個人の市民税の額（特別税額控

除前の年金所得に係る個人の市民税の額

から第４７条の５第１項に規定する年金

所得に係る仮特別徴収税額を控除した額
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をいう。以下この号において同じ。）を３

で除して得た金額（当該金額に１００円

未満の端数があるとき、又は当該金額の

全額が１００円未満であるときは、その

端数金額又はその全額を切り捨てた金

額。以下この項において「分割金額」と

いう。）に２を乗じて得た金額をその者の

特別税額控除前の特別徴収に係る個人の

市民税の額から控除した残額に相当する

金額（以下この項において「１０月分金

額」という。）に満たない場合には、特別

徴収対象税額は、当該年度の初日の属す

る年の１０月１日から１１月３０日まで

の間においてはその者の１０月分金額か

らその者の年金所得に係る個人の市民税

に係る特別税額控除額を控除した残額に

相当する税額、同年１２月１日から翌年

の３月３１日までの間においてはその者

の分割金額に相当する税額とする。 

 (2) 特別税額控除対象納税義務者の年金所

得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額がその者の１０月分金額以上であ

り、かつ、その者の１０月分金額とその

者の分割金額との合計額に満たない場合

には、特別徴収対象税額は、当該年度の

初日の属する年の１０月１日から１１月

３０日までの間における税額はないもの

とし、同年１２月１日から翌年の１月 

３１日までの間においてはその者の１０

月分金額とその者の分割金額との合計額

からその者の年金所得に係る個人の市民

税に係る特別税額控除額を控除した残額

に相当する税額、同年２月１日から３月

３１日までの間においてはその者の分割
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金額に相当する税額とする。 

 (3) 特別税額控除対象納税義務者の年金所

得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額がその者の１０月分金額とその者の

分割金額との合計額以上である場合に

は、特別徴収対象税額は、当該年度の初

日の属する年の１０月１日から翌年の１

月３１日までの間における税額はないも

のとし、同年２月１日から３月３１日ま

での間においてはその者の第４７条の５

第２項の規定により読み替えられた第 

４７条の２第１項に規定する年金所得に

係る特別徴収税額に相当する税額とす

る。 

 ４ 前項の規定の適用がある場合における第

４７条の４の規定の適用については、同条

第２項中「年金所得に係る特別徴収税額を

当該年度の初日の属する年の１０月１日か

ら翌年の３月３１日までの間における当該

特別徴収対象年金所得者に係る特別徴収対

象年金給付の支払の回数で除して得た額」

とあるのは、「附則第８条の７第３項各号

に規定する特別徴収の方法によって徴収す

べき額」とする。 

 ５ 令和６年度分の個人の市民税につき第 

４７条の６第１項の規定の適用がある場合

については、前各項の規定は、適用しない。 

 （令和７年度分の個人の市民税の特別税額

控除） 

 第８条の８ 令和７年度分の個人の市民税に

限り、法附則第５条の１２第３項及び第４

項に規定するところにより控除すべき市民

税に係る令和７年度分特別税額控除額を、

同条第３項に規定する特別税額控除対象納
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税義務者の第３４条の３、第３４条の５か

ら第３４条の８まで、附則第６条第２項、

附則第８条第１項、附則第８条の３の２第

１項、附則第８条の４及び附則第１０条の

２の規定を適用した場合の所得割の額から

控除する。 

（肉用牛の売却による事業所得に係る市民

税の課税の特例） 

（肉用牛の売却による事業所得に係る市民

税の課税の特例） 

第９条 （略） 第９条 （略） 

２ 前項に規定する各年度分の個人の市民税

に限り、法附則第６条第５項に規定する場

合において、第３６条の２第１項の規定に

よる申告書に肉用牛の売却に係る租税特別

措置法第２５条第２項第２号に規定する事

業所得の明細に関する事項の記載があると

きは、その者の前年の総所得金額に係る市

民税の所得割の額は、第３３条から第３４

条の３まで、第３４条の５から第３４条の

７まで、附則第８条第１項、附則第８条の

３第１項、附則第８条の３の２第１項及び

前条の規定にかかわらず、法附則第６条第

５項各号に掲げる金額の合計額とすること

ができる。 

２ 前項に規定する各年度分の個人の市民税

に限り、法附則第６条第５項に規定する場

合において、第３６条の２第１項の規定に

よる申告書に肉用牛の売却に係る租税特別

措置法第２５条第２項第２号に規定する事

業所得の明細に関する事項の記載があると

きは、その者の前年の総所得金額に係る市

民税の所得割の額は、第３３条から第３４

条の３まで、第３４条の５から第３４条の

７まで、附則第８条第１項、附則第８条の

３第１項、附則第８条の３の２第１項及び

附則第８条の４の規定にかかわらず、法附

則第６条第５項各号に掲げる金額の合計額

とすることができる。 

３ 前項の規定の適用がある場合における第

３４条の８第１項の規定の適用について

は、同項中「前３条」とあるのは、「前３条

並びに附則第９条第２項」とする。 

３ 前項の規定の適用がある場合における第

３４条の８第１項、附則第８条の５第１項

及び前条の規定の適用については、第３４

条の８第１項中「前３条」とあるのは「前

３条並びに附則第９条第２項」と、附則第

８条の５第１項中「前条及び」とあるのは

「前条、附則第９条第２項及び」と、前条

中「附則第８条の４及び」とあるのは「附

則第８条の４、次条第２項及び」とする。 

（土地に対して課する令和３年度から令和

５年度までの各年度分の固定資産税の特例

（土地に対して課する令和６年度から令和

８年度までの各年度分の固定資産税の特例

-80-



に関する用語の意義） に関する用語の意義） 

第１２条 次条から附則第１５条までにおい

て、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に掲げる規定に定めるところ

による。 

第１２条 次条から附則第１５条までにおい

て、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に掲げる規定に定めるところ

による。 

(1)～(7) （略） (1)～(7) （略） 

(8) 平成５年度適用市街化区域農地 法附

則第１９条の３第５項 

(8) 平成５年度適用市街化区域農地 法附

則第１９条の３第４項 

（宅地等に対して課する令和３年度から令

和５年度までの各年度分の固定資産税の特

例） 

（宅地等に対して課する令和６年度から令

和８年度までの各年度分の固定資産税の特

例） 

第１３条 宅地等に係る令和３年度から令和

５年度までの各年度分の固定資産税の額

は、当該宅地等に係る当該年度分の固定資

産税額が、当該宅地等の当該年度分の固定

資産税に係る前年度分の固定資産税の課税

標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき価格（当

該宅地等が当該年度分の固定資産税につい

て法第３４９条の３の２の規定の適用を受

ける宅地等であるときは、当該価格に同条

に定める率を乗じて得た額。以下この条に

おいて同じ。）に１００分の５（商業地等

に係る令和４年度分の固定資産税にあって

は、１００分の２．５）を乗じて得た額を

加算した額（令和３年度分の固定資産税に

あっては、前年度分の固定資産税の課税標

準額）（当該宅地等が当該年度分の固定資

産税について法第３４９条の３又は附則第

１５条から第１５条の３までの規定の適用

を受ける宅地等であるときは、当該額にこ

れらの規定に定める率を乗じて得た額）を

当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき額とした場合におけ

第１３条 宅地等に係る令和６年度から令和

８年度までの各年度分の固定資産税の額

は、当該宅地等に係る当該年度分の固定資

産税額が、当該宅地等の当該年度分の固定

資産税に係る前年度分の固定資産税の課税

標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき価格（当

該宅地等が当該年度分の固定資産税につい

て法第３４９条の３の２の規定の適用を受

ける宅地等であるときは、当該価格に同条

に定める率を乗じて得た額。以下この条に

おいて同じ。）に１００分の５を乗じて得

た額を加算した額（当該宅地等が当該年度

分の固定資産税について法第３４９条の３

又は附則第１５条から第１５条の３までの

規定の適用を受ける宅地等であるときは、

当該額にこれらの規定に定める率を乗じて

得た額）を当該宅地等に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき額とした

場合における固定資産税額（以下「宅地等

調整固定資産税額」という。）を超える場

合には、当該宅地等調整固定資産税額とす

る。 
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る固定資産税額（以下「宅地等調整固定資

産税額」という。）を超える場合には、当

該宅地等調整固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係

る令和４年度分及び令和５年度分の宅地等

調整固定資産税額は、当該宅地等調整固定

資産税額が、当該商業地等に係る当該年度

分の固定資産税の課税標準となるべき価格

に１０分の６を乗じて得た額（当該商業地

等が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３又は附則第１５条から第１５

条の３までの規定の適用を受ける商業地等

であるときは、当該額にこれらの規定に定

める率を乗じて得た額）を当該商業地等に

係る当該年度分の固定資産税の課税標準と

なるべき額とした場合における固定資産税

額を超える場合には、同項の規定にかかわ

らず、当該固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係

る令和６年度から令和８年度までの各年度

分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地

等調整固定資産税額が、当該商業地等に係

る当該年度分の固定資産税の課税標準とな

るべき価格に１０分の６を乗じて得た額

（当該商業地等が当該年度分の固定資産税

について法第３４９条の３又は附則第１５

条から第１５条の３までの規定の適用を受

ける商業地等であるときは、当該額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額）を当

該商業地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき額とした場合におけ

る固定資産税額を超える場合には、同項の

規定にかかわらず、当該固定資産税額とす

る。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係

る令和４年度分及び令和５年度分の宅地等

調整固定資産税額は、当該宅地等調整固定

資産税額が、当該宅地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき価格に

１０分の２を乗じて得た額（当該宅地等が

当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３又は附則第１５条から第１５

条の３までの規定の適用を受ける宅地等で

あるときは、当該額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準となる

べき額とした場合における固定資産税額に

満たない場合には、同項の規定にかかわら

ず、当該固定資産税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係

る令和６年度から令和８年度までの各年度

分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地

等調整固定資産税額が、当該宅地等に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準となる

べき価格に１０分の２を乗じて得た額（当

該宅地等が当該年度分の固定資産税につい

て法第３４９条の３又は附則第１５条から

第１５条の３までの規定の適用を受ける宅

地等であるときは、当該額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等

に係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき額とした場合における固定資産

税額に満たない場合には、同項の規定にか

かわらず、当該固定資産税額とする。 
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４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度

の負担水準が０．６以上０．７以下のもの

に係る令和３年度から令和５年度までの各

年度分の固定資産税の額は、第１項の規定

にかかわらず、当該商業地等の当該年度分

の固定資産税に係る前年度分の固定資産税

の課税標準額（当該商業地等が当該年度分

の固定資産税について法第３４９条の３又

は附則第１５条から第１５条の３までの規

定の適用を受ける商業地等であるときは、

前年度分の固定資産税の課税標準額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額）を当

該商業地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき額とした場合におけ

る固定資産税額（以下「商業地等据置固定

資産税額」という。）とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度

の負担水準が０．６以上０．７以下のもの

に係る令和６年度から令和８年度までの各

年度分の固定資産税の額は、第１項の規定

にかかわらず、当該商業地等の当該年度分

の固定資産税に係る前年度分の固定資産税

の課税標準額（当該商業地等が当該年度分

の固定資産税について法第３４９条の３又

は附則第１５条から第１５条の３までの規

定の適用を受ける商業地等であるときは、

前年度分の固定資産税の課税標準額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額）を当

該商業地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき額とした場合におけ

る固定資産税額（以下「商業地等据置固定

資産税額」という。）とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度

の負担水準が０．７を超えるものに係る令

和３年度から令和５年度までの各年度分の

固定資産税の額は、第１項の規定にかかわ

らず、当該商業地等に係る当該年度分の固

定資産税の課税標準となるべき価格に１０

分の７を乗じて得た額（当該商業地等が当

該年度分の固定資産税について法第３４９

条の３又は附則第１５条から第１５条の３

までの規定の適用を受ける商業地等である

ときは、当該額にこれらの規定に定める率

を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き額とした場合における固定資産税額（以

下「商業地等調整固定資産税額」という。）

とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度

の負担水準が０．７を超えるものに係る令

和６年度から令和８年度までの各年度分の

固定資産税の額は、第１項の規定にかかわ

らず、当該商業地等に係る当該年度分の固

定資産税の課税標準となるべき価格に１０

分の７を乗じて得た額（当該商業地等が当

該年度分の固定資産税について法第３４９

条の３又は附則第１５条から第１５条の３

までの規定の適用を受ける商業地等である

ときは、当該額にこれらの規定に定める率

を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き額とした場合における固定資産税額（以

下「商業地等調整固定資産税額」という。）

とする。 

（農地に対して課する令和３年度から令和

５年度までの各年度分の固定資産税の特

（農地に対して課する令和６年度から令和

８年度までの各年度分の固定資産税の特
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例） 例） 

第１４条 農地に係る令和３年度から令和５

年度までの各年度分の固定資産税の額は、

当該農地に係る当該年度分の固定資産税額

が、当該農地に係る当該年度分の固定資産

税に係る前年度分の固定資産税の課税標準

額（当該農地が当該年度分の固定資産税に

ついて法第３４９条の３又は附則第１５条

から第１５条の３までの規定の適用を受け

る農地であるときは、当該課税標準額にこ

れらの規定に定める率を乗じて得た額。以

下この条において同じ。）に、当該農地の

当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準

の区分に応じ、同表の右欄に掲げる負担調

整率を乗じて得た額（令和３年度分の固定

資産税にあっては、前年度分の固定資産税

の課税標準額）を当該農地に係る当該年度

分の固定資産税の課税標準となるべき額と

した場合における固定資産税額（以下「農

地調整固定資産税額」という。）を超える

場合には、当該農地調整固定資産税額とす

る。 

第１４条 農地に係る令和６年度から令和８

年度までの各年度分の固定資産税の額は、

当該農地に係る当該年度分の固定資産税額

が、当該農地に係る当該年度分の固定資産

税に係る前年度分の固定資産税の課税標準

額（当該農地が当該年度分の固定資産税に

ついて法第３４９条の３又は附則第１５条

から第１５条の３までの規定の適用を受け

る農地であるときは、当該課税標準額にこ

れらの規定に定める率を乗じて得た額）に、

当該農地の当該年度の次の表の左欄に掲げ

る負担水準の区分に応じ、同表の右欄に掲

げる負担調整率を乗じて得た額を当該農地

に係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき額とした場合における固定資産

税額（以下「農地調整固定資産税額」とい

う。）を超える場合には、当該農地調整固

定資産税額とする。 

（表略） （表略） 

（市街化区域農地に対して課する平成２０

年度以後の各年度分の固定資産税の特例） 

（市街化区域農地に対して課する平成２０

年度以後の各年度分の固定資産税の特例） 

第１４条の２ （略） 第１４条の２ （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 令和２年度分の固定資産税について浜松

市税条例の一部を改正する条例（令和３年

浜松市条例第２４号）による改正前の浜松

市税条例附則第１４条の２第３項において

準用する同条第１項ただし書の規定の適用

を受けた市街化区域農地に対して課する令

和３年度分の固定資産税の額は、前項の規
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定により算定した当該市街化区域農地に係

る令和３年度分の固定資産税額が、当該市

街化区域農地に係る令和２年度分の固定資

産税に係る同条第３項において準用する同

条第１項ただし書に規定する固定資産税の

課税標準となるべき額を当該市街化区域農

地に係る令和３年度分の固定資産税の課税

標準となるべき額とした場合における固定

資産税額を超える場合には、当該固定資産

税額とする。 

第１４条の３ 市街化区域農地に係る令和３

年度から令和５年度までの各年度分の固定

資産税の額は、前条の規定により算定した

当該市街化区域農地に係る当該年度分の固

定資産税額が、当該市街化区域農地の当該

年度分の固定資産税に係る前年度分の固定

資産税の課税標準額に、当該市街化区域農

地に係る当該年度分の固定資産税の課税標

準となるべき価格の３分の１の額に１００

分の５を乗じて得た額を加算した額（令和

３年度分の固定資産税にあっては、前年度

分の固定資産税の課税標準額）（当該市街

化区域農地が当該年度分の固定資産税につ

いて法第３４９条の３又は附則第１５条か

ら第１５条の３までの規定の適用を受ける

市街化区域農地であるときは、当該額にこ

れらの規定に定める率を乗じて得た額）を

当該市街化区域農地に係る当該年度分の固

定資産税の課税標準となるべき額とした場

合における固定資産税額（以下「市街化区

域農地調整固定資産税額」という。）を超

える場合には、当該市街化区域農地調整固

定資産税額とする。 

第１４条の３ 市街化区域農地に係る令和６

年度から令和８年度までの各年度分の固定

資産税の額は、前条の規定により算定した

当該市街化区域農地に係る当該年度分の固

定資産税額が、当該市街化区域農地の当該

年度分の固定資産税に係る前年度分の固定

資産税の課税標準額に、当該市街化区域農

地に係る当該年度分の固定資産税の課税標

準となるべき価格の３分の１の額に１００

分の５を乗じて得た額を加算した額（当該

市街化区域農地が当該年度分の固定資産税

について法第３４９条の３又は附則第１５

条から第１５条の３までの規定の適用を受

ける市街化区域農地であるときは、当該額

にこれらの規定に定める率を乗じて得た

額）を当該市街化区域農地に係る当該年度

分の固定資産税の課税標準となるべき額と

した場合における固定資産税額（以下「市

街化区域農地調整固定資産税額」という。）

を超える場合には、当該市街化区域農地調

整固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける市街化区域農 ２ 前項の規定の適用を受ける市街化区域農
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地に係る令和４年度分及び令和５年度分の

市街化区域農地調整固定資産税額は、当該

市街化区域農地調整固定資産税額が、当該

市街化区域農地に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき価格の３分の１

の額に１０分の２を乗じて得た額（当該市

街化区域農地が当該年度分の固定資産税に

ついて法第３４９条の３又は附則第１５条

から第１５条の３までの規定の適用を受け

る市街化区域農地であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額）

を当該市街化区域農地に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき額とした

場合における固定資産税額に満たない場合

には、同項の規定にかかわらず、当該固定

資産税額とする。 

地に係る令和６年度から令和８年度までの

各年度分の市街化区域農地調整固定資産税

額は、当該市街化区域農地調整固定資産税

額が、当該市街化区域農地に係る当該年度

分の固定資産税の課税標準となるべき価格

の３分の１の額に１０分の２を乗じて得た

額（当該市街化区域農地が当該年度分の固

定資産税について法第３４９条の３又は附

則第１５条から第１５条の３までの規定の

適用を受ける市街化区域農地であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗

じて得た額）を当該市街化区域農地に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準となる

べき額とした場合における固定資産税額に

満たない場合には、同項の規定にかかわら

ず、当該固定資産税額とする。 

（宅地等に対して課する令和３年度から令

和５年度までの各年度分の都市計画税の特

例） 

（宅地等に対して課する令和６年度から令

和８年度までの各年度分の都市計画税の特

例） 

第１６条 宅地等に係る令和３年度から令和

５年度までの各年度分の都市計画税の額

は、当該宅地等に係る当該年度分の都市計

画税額が、当該宅地等の当該年度分の都市

計画税に係る前年度分の都市計画税の課税

標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の

都市計画税の課税標準となるべき価格（当

該宅地等が当該年度分の都市計画税につい

て法第７０２条の３の規定の適用を受ける

宅地等であるときは、当該価格に同条に定

める率を乗じて得た額。以下同じ。）に

１００分の５（商業地等に係る令和４年度

分の都市計画税にあっては、１００分の

２．５）を乗じて得た額を加算した額（令

和３年度分の都市計画税にあっては、前年

第１６条 宅地等に係る令和６年度から令和

８年度までの各年度分の都市計画税の額

は、当該宅地等に係る当該年度分の都市計

画税額が、当該宅地等の当該年度分の都市

計画税に係る前年度分の都市計画税の課税

標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の

都市計画税の課税標準となるべき価格（当

該宅地等が当該年度分の都市計画税につい

て法第７０２条の３の規定の適用を受ける

宅地等であるときは、当該価格に同条に定

める率を乗じて得た額。以下同じ。）に

１００分の５を乗じて得た額を加算した額

（当該宅地等が当該年度分の固定資産税に

ついて法第３４９条の３（第１８項を除

く。）又は附則第１５条から第１５条の３
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度分の都市計画税の課税標準額）（当該宅

地等が当該年度分の固定資産税について法

第３４９条の３（第１８項を除く。）又は

附則第１５条から第１５条の３までの規定

の適用を受ける宅地等であるときは、当該

額にこれらの規定に定める率を乗じて得た

額）を当該宅地等に係る当該年度分の都市

計画税の課税標準となるべき額とした場合

における都市計画税額（以下「宅地等調整

都市計画税額」という。）を超える場合に

は、当該宅地等調整都市計画税額とする。 

までの規定の適用を受ける宅地等であると

きは、当該額にこれらの規定に定める率を

乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年

度分の都市計画税の課税標準となるべき額

とした場合における都市計画税額（以下「宅

地等調整都市計画税額」という。）を超え

る場合には、当該宅地等調整都市計画税額

とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係

る令和４年度分及び令和５年度分の宅地等

調整都市計画税額は、当該宅地等調整都市

計画税額が、当該商業地等に係る当該年度

分の都市計画税の課税標準となるべき価格

に１０分の６を乗じて得た額（当該商業地

等が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３（第１８項を除く。）又は附

則第１５条から第１５条の３までの規定の

適用を受ける商業地等であるときは、当該

額にこれらの規定に定める率を乗じて得た

額）を当該商業地等に係る当該年度分の都

市計画税の課税標準となるべき額とした場

合における都市計画税額を超える場合に

は、前項の規定にかかわらず、当該都市計

画税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係

る令和６年度から令和８年度までの各年度

分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地

等調整都市計画税額が、当該商業地等に係

る当該年度分の都市計画税の課税標準とな

るべき価格に１０分の６を乗じて得た額

（当該商業地等が当該年度分の固定資産税

について法第３４９条の３（第１８項を除

く。）又は附則第１５条から第１５条の３

までの規定の適用を受ける商業地等である

ときは、当該額にこれらの規定に定める率

を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当

該年度分の都市計画税の課税標準となるべ

き額とした場合における都市計画税額を超

える場合には、前項の規定にかかわらず、

当該都市計画税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係

る令和４年度分及び令和５年度分の宅地等

調整都市計画税額は、当該宅地等調整都市

計画税額が、当該宅地等に係る当該年度分

の都市計画税の課税標準となるべき価格に

１０分の２を乗じて得た額（当該宅地等が

当該年度分の固定資産税について法第

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係

る令和６年度から令和８年度までの各年度

分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地

等調整都市計画税額が、当該宅地等に係る

当該年度分の都市計画税の課税標準となる

べき価格に１０分の２を乗じて得た額（当

該宅地等が当該年度分の固定資産税につい
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３４９条の３（第１８項を除く。）又は附

則第１５条から第１５条の３までの規定の

適用を受ける宅地等であるときは、当該額

にこれらの規定に定める率を乗じて得た

額）を当該宅地等に係る当該年度分の都市

計画税の課税標準となるべき額とした場合

における都市計画税額に満たない場合に

は、第１項の規定にかかわらず、当該都市

計画税額とする。 

て法第３４９条の３（第１８項を除く。）

又は附則第１５条から第１５条の３までの

規定の適用を受ける宅地等であるときは、

当該額にこれらの規定に定める率を乗じて

得た額）を当該宅地等に係る当該年度分の

都市計画税の課税標準となるべき額とした

場合における都市計画税額に満たない場合

には、第１項の規定にかかわらず、当該都

市計画税額とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度

の負担水準が０．６以上０．７以下のもの

に係る令和３年度から令和５年度までの各

年度分の都市計画税の額は、第１項の規定

にかかわらず、当該商業地等の当該年度分

の都市計画税に係る前年度分の都市計画税

の課税標準額（当該商業地等が当該年度分

の固定資産税について法第３４９条の３

（第１８項を除く。）又は附則第１５条か

ら第１５条の３までの規定の適用を受ける

商業地等であるときは、当該課税標準額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額）

を当該商業地等に係る当該年度分の都市計

画税の課税標準となるべき額とした場合に

おける都市計画税額（以下「商業地等据置

都市計画税額」という。）とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度

の負担水準が０．６以上０．７以下のもの

に係る令和６年度から令和８年度までの各

年度分の都市計画税の額は、第１項の規定

にかかわらず、当該商業地等の当該年度分

の都市計画税に係る前年度分の都市計画税

の課税標準額（当該商業地等が当該年度分

の固定資産税について法第３４９条の３

（第１８項を除く。）又は附則第１５条か

ら第１５条の３までの規定の適用を受ける

商業地等であるときは、当該課税標準額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額）

を当該商業地等に係る当該年度分の都市計

画税の課税標準となるべき額とした場合に

おける都市計画税額（以下「商業地等据置

都市計画税額」という。）とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度

の負担水準が０．７を超えるものに係る令

和３年度から令和５年度までの各年度分の

都市計画税の額は、第１項の規定にかかわ

らず、当該商業地等に係る当該年度分の都

市計画税の課税標準となるべき価格に１０

分の７を乗じて得た額（当該商業地等が当

該年度分の固定資産税について法第３４９

条の３（第１８項を除く。）又は附則第

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度

の負担水準が０．７を超えるものに係る令

和６年度から令和８年度までの各年度分の

都市計画税の額は、第１項の規定にかかわ

らず、当該商業地等に係る当該年度分の都

市計画税の課税標準となるべき価格に１０

分の７を乗じて得た額（当該商業地等が当

該年度分の固定資産税について法第３４９

条の３（第１８項を除く。）又は附則第
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１５条から第１５条の３までの規定の適用

を受ける商業地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額）

を当該商業地等に係る当該年度分の都市計

画税の課税標準となるべき額とした場合に

おける都市計画税額（以下「商業地等調整

都市計画税額」という。）とする。 

１５条から第１５条の３までの規定の適用

を受ける商業地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額）

を当該商業地等に係る当該年度分の都市計

画税の課税標準となるべき額とした場合に

おける都市計画税額（以下「商業地等調整

都市計画税額」という。）とする。 

（農地に対して課する令和３年度から令和

５年度までの各年度分の都市計画税の特

例） 

（農地に対して課する令和６年度から令和

８年度までの各年度分の都市計画税の特

例） 

第１７条 農地に係る令和３年度から令和５

年度までの各年度分の都市計画税の額は、

当該農地に係る当該年度分の都市計画税額

が、当該農地に係る当該年度分の都市計画

税に係る前年度分の都市計画税の課税標準

額（当該農地が当該年度分の固定資産税に

ついて法第３４９条の３（第１８項を除

く。）又は附則第１５条から第１５条の３

までの規定の適用を受ける農地であるとき

は、当該課税標準額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額。以下この条において

同じ。）に、当該農地の当該年度の次の表

の左欄に掲げる負担水準の区分に応じ、同

表の右欄に掲げる負担調整率を乗じて得た

額（令和３年度分の都市計画税にあっては、

前年度分の都市計画税の課税標準額）を当

該農地に係る当該年度分の都市計画税の課

税標準となるべき額とした場合における都

市計画税額（以下「農地調整都市計画税額」

という。）を超える場合には、当該農地調

整都市計画税額とする。 

第１７条 農地に係る令和６年度から令和８

年度までの各年度分の都市計画税の額は、

当該農地に係る当該年度分の都市計画税額

が、当該農地に係る当該年度分の都市計画

税に係る前年度分の都市計画税の課税標準

額（当該農地が当該年度分の固定資産税に

ついて法第３４９条の３（第１８項を除

く。）又は附則第１５条から第１５条の３

までの規定の適用を受ける農地であるとき

は、当該課税標準額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額）に、当該農地の当該

年度の次の表の左欄に掲げる負担水準の区

分に応じ、同表の右欄に掲げる負担調整率

を乗じて得た額を当該農地に係る当該年度

分の都市計画税の課税標準となるべき額と

した場合における都市計画税額（以下「農

地調整都市計画税額」という。）を超える

場合には、当該農地調整都市計画税額とす

る。 

（表略） （表略）  

第１８条の２ 市街化区域農地に係る令和３

年度から令和５年度までの各年度分の都市

第１８条の２ 市街化区域農地に係る令和６

年度から令和８年度までの各年度分の都市
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計画税の額は、前条の規定により附則第 

１４条の２の規定の例により算定した当該

市街化区域農地に係る当該年度分の都市計

画税額が、当該市街化区域農地の当該年度

分の都市計画税に係る前年度分の都市計画

税の課税標準額に、当該市街化区域農地に

係る当該年度分の都市計画税の課税標準と

なるべき価格の３分の２の額に１００分の

５を乗じて得た額を加算した額（令和３年

度分の都市計画税にあっては、前年度分の

都市計画税の課税標準額）（当該市街化区

域農地が当該年度分の固定資産税について

法第３４９条の３（第１８項を除く。）又

は附則第１５条から第１５条の３までの規

定の適用を受ける市街化区域農地であると

きは、当該額にこれらの規定に定める率を

乗じて得た額）を当該市街化区域農地に係

る当該年度分の都市計画税の課税標準とな

るべき額とした場合における都市計画税額

（以下「市街化区域農地調整都市計画税額」

という。）を超える場合には、当該市街化

区域農地調整都市計画税額とする。 

計画税の額は、前条の規定により附則第 

１４条の２の規定の例により算定した当該

市街化区域農地に係る当該年度分の都市計

画税額が、当該市街化区域農地の当該年度

分の都市計画税に係る前年度分の都市計画

税の課税標準額に、当該市街化区域農地に

係る当該年度分の都市計画税の課税標準と

なるべき価格の３分の２の額に１００分の

５を乗じて得た額を加算した額（当該市街

化区域農地が当該年度分の固定資産税につ

いて法第３４９条の３（第１８項を除く。）

又は附則第１５条から第１５条の３までの

規定の適用を受ける市街化区域農地である

ときは、当該額にこれらの規定に定める率

を乗じて得た額）を当該市街化区域農地に

係る当該年度分の都市計画税の課税標準と

なるべき額とした場合における都市計画税

額（以下「市街化区域農地調整都市計画税

額」という。）を超える場合には、当該市

街化区域農地調整都市計画税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける市街化区域農

地に係る令和４年度分及び令和５年度分の

市街化区域農地調整都市計画税額は、当該

市街化区域農地調整都市計画税額が、当該

市街化区域農地に係る当該年度分の都市計

画税の課税標準となるべき価格の３分の２

の額に１０分の２を乗じて得た額（当該市

街化区域農地が当該年度分の固定資産税に

ついて法第３４９条の３（第１８項を除

く。）又は附則第１５条から第１５条の３

までの規定の適用を受ける市街化区域農地

であるときは、当該額にこれらの規定に定

２ 前項の規定の適用を受ける市街化区域農

地に係る令和６年度から令和８年度までの

各年度分の市街化区域農地調整都市計画税

額は、当該市街化区域農地調整都市計画税

額が、当該市街化区域農地に係る当該年度

分の都市計画税の課税標準となるべき価格

の３分の２の額に１０分の２を乗じて得た

額（当該市街化区域農地が当該年度分の固

定資産税について法第３４９条の３（第 

１８項を除く。）又は附則第１５条から第

１５条の３までの規定の適用を受ける市街

化区域農地であるときは、当該額にこれら
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める率を乗じて得た額）を当該市街化区域

農地に係る当該年度分の都市計画税の課税

標準となるべき額とした場合における都市

計画税額に満たない場合には、前項の規定

にかかわらず、当該都市計画税額とする。 

の規定に定める率を乗じて得た額）を当該

市街化区域農地に係る当該年度分の都市計

画税の課税標準となるべき額とした場合に

おける都市計画税額に満たない場合には、

前項の規定にかかわらず、当該都市計画税

額とする。 

第１８条の４ 附則第１６条第１項及び第３

項の「宅地等」とは法附則第１７条第２号

に、附則第１６条第１項及び第４項の「前

年度分の都市計画税の課税標準額」とは法

附則第２５条第６項において読み替えて準

用される法附則第１８条第６項に、附則第

１６条第１項、第２項、第４項及び第５項

の「商業地等」とは法附則第１７条第４号

に、附則第１６条第４項及び第５項並びに

附則第１７条の「負担水準」とは法附則第

１７条第８号ロに、附則第１７条の「農地」

とは法附則第１７条第１号に、附則第１７

条の「前年度分の都市計画税の課税標準額」

とは法附則第２６条第２項において読み替

えて準用される法附則第１８条第６項に、

附則第１８条及び附則第１８条の２の「市

街化区域農地」とは法附則第１９条の２第

１項に、附則第１８条の２第１項の「前年

度分の都市計画税の課税標準額」とは法附

則第２７条の２第３項において読み替えて

準用される法附則第１８条第６項に規定す

るところによる。 

第１８条の４ 附則第１６条第１項及び第３

項の「宅地等」とは法附則第１７条第２号

に、附則第１６条第１項及び第４項の「前

年度分の都市計画税の課税標準額」とは法

附則第２５条第６項において読み替えて準

用される法附則第１８条第６項に、附則第

１６条第２項、第４項及び第５項の「商業

地等」とは法附則第１７条第４号に、附則

第１６条第４項及び第５項並びに附則第 

１７条の「負担水準」とは法附則第１７条

第８号ロに、附則第１７条の「農地」とは

法附則第１７条第１号に、附則第１７条の

「前年度分の都市計画税の課税標準額」と

は法附則第２６条第２項において読み替え

て準用される法附則第１８条第６項に、附

則第１８条及び附則第１８条の２の「市街

化区域農地」とは法附則第１９条の２第１

項に、附則第１８条の２第１項の「前年度

分の都市計画税の課税標準額」とは法附則

第２７条の２第３項において読み替えて準

用される法附則第１８条第６項に規定する

ところによる。 

（特別土地保有税の課税の特例） （特別土地保有税の課税の特例） 

第２０条 附則第１３条第１項から第５項ま

での規定の適用がある宅地等（附則第１２

条第２号に掲げる宅地等をいうものとし、

法第３４９条の３、第３４９条の３の２又

は附則第１５条から第１５条の３までの規

第２０条 附則第１３条第１項から第５項ま

での規定の適用がある宅地等（附則第１２

条第２号に掲げる宅地等をいうものとし、

法第３４９条の３、第３４９条の３の２又

は附則第１５条から第１５条の３までの規
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定の適用がある宅地等を除く。）に対して

課する令和３年度から令和５年度までの各

年度分の特別土地保有税については、第 

１４０条第１号中「当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき価格」とあるのは

「当該年度分の固定資産税に係る附則第 

１３条第１項から第５項までに規定する課

税標準となるべき額」とする。 

定の適用がある宅地等を除く。）に対して

課する令和６年度から令和８年度までの各

年度分の特別土地保有税については、第 

１４０条第１号中「当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき価格」とあるのは

「当該年度分の固定資産税に係る附則第 

１３条第１項から第５項までに規定する課

税標準となるべき額」とする。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定する宅

地評価土地の取得のうち平成１８年１月１

日から令和６年３月３１日までの間にされ

たものに対して課する特別土地保有税につ

いては、第１４０条第２号中「不動産取得

税の課税標準となるべき価格」とあるのは

「不動産取得税の課税標準となるべき価格

（法附則第１１条の５第１項の規定の適用

がないものとした場合における課税標準と

なるべき価格をいう。）に２分の１を乗じ

て得た額」とし、「令第５４条の３８第１

項に規定する価格」とあるのは「令第５４

条の３８第１項に規定する価格（法附則第

１１条の５第１項の規定の適用がないもの

とした場合における価格をいう。）に２分

の１を乗じて得た額」とする。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定する宅

地評価土地の取得のうち平成１８年１月１

日から令和９年３月３１日までの間にされ

たものに対して課する特別土地保有税につ

いては、第１４０条第２号中「不動産取得

税の課税標準となるべき価格」とあるのは

「不動産取得税の課税標準となるべき価格

（法附則第１１条の５第１項の規定の適用

がないものとした場合における課税標準と

なるべき価格をいう。）に２分の１を乗じ

て得た額」とし、「令第５４条の３８第１

項に規定する価格」とあるのは「令第５４

条の３８第１項に規定する価格（法附則第

１１条の５第１項の規定の適用がないもの

とした場合における価格をいう。）に２分

の１を乗じて得た額」とする。 

３～５ （略） ３～５ （略） 

（上場株式等に係る配当所得等に係る市民

税の課税の特例） 

（上場株式等に係る配当所得等に係る市民

税の課税の特例） 

第２１条の３ （略） 第２１条の３ （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次

に定めるところによる。 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次

に定めるところによる。 

 (1)～(4) （略）  (1)～(4) （略） 

  (5) 附則第８条の５及び附則第８条の８の

規定の適用については、附則第８条の５
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第１項及び附則第８条の８中「所得割の

額」とあるのは、「所得割の額並びに附

則第２１条の３第１項の規定による市民

税の所得割の額」とする。 

(土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市

民税の課税の特例) 

 （土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市

民税の課税の特例) 

第２１条の４ （略） 第２１条の４ （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次

に定めるところによる 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次

に定めるところによる 

 (1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

 (5) 附則第８条の５及び附則第８条の８の

規定の適用については、附則第８条の５

第１項及び附則第８条の８中「所得割の

額」とあるのは、「所得割の額並びに附

則第２１条の４第１項の規定による市民

税の所得割の額」とする。 

４ （略） ４ （略） 

 （長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税

の特例） 

 （長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税

の特例） 

第２２条 （略） 第２２条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次

に定めるところによる。 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次

に定めるところによる。 

 (1)～(4) （略）  (1)～(4) （略） 

 (5) 附則第８条の５及び附則第８条の８の

規定の適用については、附則第８条の５

第１項及び附則第８条の８中「所得割の

額」とあるのは、「所得割の額並びに附

則第２２条第１項の規定による市民税の

所得割の額」とする。 

（短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税

の特例） 

 （短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税

の特例） 

第２３条 （略） 第２３条 （略） 
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２～４ (略) ２～４ (略) 

５ 第１項の規定の適用がある場合には、次

に定めるところによる。 

５ 第１項の規定の適用がある場合には、次

に定めるところによる。 

 (1)～(4) （略）  (1)～(4) （略） 

  (5) 附則第８条の５及び附則第８条の８の

規定の適用については、附則第８条の５

第１項及び附則第８条の８中「所得割の

額」とあるのは、「所得割の額並びに附

則第２３条第１項の規定による市民税の

所得割の額」とする。 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人

の市民税の課税の特例） 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人

の市民税の課税の特例） 

第２４条 （略） 第２４条 （略） 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 

 (1)～(4) （略）  (1)～(4) （略） 

  (5) 附則第８条の５及び附則第８条の８の

規定の適用については、附則第８条の５

第１項及び附則第８条の８中「所得割の

額」とあるのは、「所得割の額並びに附

則第２４条第１項の規定による市民税の

所得割の額」とする。 

（先物取引に係る雑所得等に係る個人の市

民税の課税の特例） 

（先物取引に係る雑所得等に係る個人の市

民税の課税の特例） 

第２５条 （略） 第２５条 （略） 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 

 (1)～(4) （略）  (1)～(4) （略） 

  (5) 附則第８条の５及び附則第８条の８の

規定の適用については、附則第８条の５

第１項及び附則第８条の８中「所得割の

額」とあるのは、「所得割の額並びに附

則第２５条第１項の規定による市民税の

所得割の額」とする。 
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 （特例適用利子等及び特例適用配当等に係

る個人の市民税の課税の特例） 

 （特例適用利子等及び特例適用配当等に係

る個人の市民税の課税の特例） 

第２５条の２ （略） 第２５条の２ （略） 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 

 (1)～(4) （略）  (1)～(4) （略） 

  (5) 附則第８条の５及び附則第８条の８の

規定の適用については、附則第８条の５

第１項及び附則第８条の８中「所得割の

額」とあるのは、「所得割の額並びに附

則第２５条の２第１項の規定による市民

税の所得割の額」とする。 

３・４ （略） ３・４ （略） 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合に

は、次に定めるところによる。 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合に

は、次に定めるところによる。 

 (1)～(4) （略）  (1)～(4) （略） 

  (5) 附則第８条の５及び附則第８条の８の

規定の適用については、附則第８条の５

第１項及び附則第８条の８中「所得割の

額」とあるのは、「所得割の額並びに附

則第２５条の２第３項後段の規定による

市民税の所得割の額」とする。 

 （条約適用利子等及び条約適用配当等に係

る個人の市民税の課税の特例） 

 （条約適用利子等及び条約適用配当等に係

る個人の市民税の課税の特例） 

第２５条の３ （略） 第２５条の３ （略） 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 

 (1)～(4) （略）  (1)～(4) （略） 

  (5) 附則第８条の５及び附則第８条の８の

規定の適用については、附則第８条の５

第１項及び附則第８条の８中「所得割の

額」とあるのは、「所得割の額並びに附

則第２５条の３第１項の規定による市民

税の所得割の額」とする。 
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３・４ （略） ３・４ （略） 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合に

は、次に定めるところによる。 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合に

は、次に定めるところによる。 

 (1)～(4) （略）  (1)～(4) （略） 

  (5) 附則第８条の５及び附則第８条の８の

規定の適用については、附則第８条の５

第１項及び附則第８条の８中「所得割の

額」とあるのは、「所得割の額並びに附

則第２５条の３第３項後段の規定による

市民税の所得割の額」とする。 

６ （略） ６ （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

附 則 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

２ 改正後の浜松市税条例（以下「新条例」という。）の規定中固定資産税に関する部分は、

令和６年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和５年度分までの固定資産税

については、なお従前の例による。 

３ 新条例の規定中都市計画税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の都市計画税に

ついて適用し、令和５年度分までの都市計画税については、なお従前の例による。 
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 報   第    5  号   

令和 6年 5月23日提 出   

   専決処分の報告 

 地方自治法第１８０条第１項の規定による市長の専決処分事項に基づき、次のとおり道路

瑕疵、交通事故、物損事故にかかる和解及び損害賠償の額並びに工事請負契約の変更につい

て専決処分したから報告する。 

浜松市長  中  野  祐  介  

道路瑕疵 

専  決 和解及び損害 

賠 償 の 額 

相 手 方 の 

住所・氏名 

事故発生 

年 月 日 

事故発生場所 

及び事故の内容 番号 年 月 日 

8 令和6年 

2月21日 

和 解 

753,797円

浜松市浜名区 

染地台六丁目13番6号 

株式会社トーエネッ

ク

浜北営業所

所長

伊澤 崇

令和5年 

6月3日 

浜松市天竜区 

春野町胡桃平566番

地の4地先 

物損事故 

事故の状況  午前11時30分頃、相手方車両が県道水窪森線を東進中、道路の陥没

（幅3.4m、長さ6m、高さ3.5m）により、車両底部等を損傷した物損事

故である。 

負 担 割 合  浜松市20％ 相手方80% 

対   策  令和5年8月 復旧工事完了。 
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専  決 和解及び損害 

賠 償 の 額 

相 手 方 の 

住所・氏名 

事故発生 

年 月 日 

事故発生場所 

及び事故の内容 番号 年 月 日 

9 令和6年 

3月13日 

和 解 

139,170円

浜松市中央区 

葵西一丁目 

Ａ氏

令和4年 

6月24日 

浜松市中央区 

葵西二丁目7番22号

地先 

人身事故 

事故の状況  午前0時30分頃、相手方自転車が県道磐田細江線から市道葵28号線へ

進入するため、グレーチング（側溝の蓋）上を通過した際、グレーチ

ングが下がり転倒し、右鎖骨骨幹部を骨折した人身事故である。 

負 担 割 合  浜松市70％ 相手方30％ 

対   策  令和4年7月 補修工事完了。 

10 令和6年 

3月28日 

和 解 

1,986,903円

浜松市浜名区 

内野台 

Ｂ氏

令和3年 

8月28日 

浜松市天竜区 

水窪町山住376番地

の3地先 

人身・物損事故 

事故の状況  午後0時00分頃、相手方自転車が林道天竜線を北進中、横断側溝中央

付近のグレーチングの接合部分に生じた隙間に車輪を落とした際転

倒し、左肩を骨折、脱臼及び相手方自転車等を破損した人身・物損事

故である。 

負 担 割 合  浜松市70％ 相手方30％ 

対   策  令和3年9月7日 補修工事完了。 
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交通事故 

専  決 和解及び損害 

賠 償 の 額 

相 手 方 の 

住所・氏名 

事故発生 

年 月 日 

事故発生場所 

及び事故の内容 番号 年 月 日 

11 令和6年 

2月21日 

和 解 

76,837円

浜松市中央区 

渡瀬町 

Ｃ氏

令和5年 

10月27日 

浜松市中央区 

北寺島町492番地の

2地先 

交通事故（物損） 

事故の状況  午後 5 時 45 分頃、公用車が市道早出寺脇線を北進中、進行方向右

側の駐車場から相手方車両が右折にて進入してきた際、相手方車両の

左前部が公用車の右側面に接触した物損事故である。

過 失 割 合  浜松市20％ 相手方80％ 

対   策  夜間で見通しが悪い場合は、より安全運転意識を高め、走行車線を

走行している場合でも、常に周辺状況に気を配り、特に右折のために

停車している車両の横を通過する場合は、停車車両の陰から、人や車

両が飛び出してくる可能性を想定し、通常以上に集中して注意を払う

ように当該職員に指導するとともに、課内全員に対し注意喚起を行っ

た。 
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専  決 和解及び損害 

賠 償 の 額 

相 手 方 の 

住所・氏名 

事故発生 

年 月 日 

事故発生場所 

及び事故の内容 番号 年 月 日 

12 令和6年 

2月21日 

和 解 

44,000円

浜松市中央区 

中央一丁目2番3号 

イーステージ浜松パ

ーキング共有組合 

理事長 

鈴木 明彦

令和5年 

11月20日 

浜松市中央区 

中央一丁目2番3号 

交通事故（物損） 

事故の状況  午後2時45分頃、イーステージ浜松に併設する駐車場に公用車で入

庫しようとした際、入庫ゲートバーが上がった状態で前の車に続いて

直進したところ、通過中に下がってきたバーと車両前部が接触し、バ

ーを破損させた物損事故である。 

過 失 割 合  浜松市 100％ 

対   策  駐車場においても安全運転を徹底し、細心の注意を払い運転すると

ともに、駐車場内での事故の共有及び公用車運転時における安全運転

について職員へ周知した。 

13 令和6年 

3月11日 

和 解 

139,837円

浜松市中央区 

住吉五丁目28番1号 

浜松中央警察署長 

高橋 直人

令和5年 

11月20日 

浜松市中央区 

元城町105番地の1

地先 

交通事故（物損） 

事故の状況  午後4時00分頃、公用車が市道元城1号線を北進中、浜松市役所西第

2駐車場に駐車するため右折した際、公用車の右側後部が道路標識の

支柱に接触した物損事故である。 

過 失 割 合  浜松市100％ 

対 策  事故を起こした職員へ厳重注意を行うとともに、課員に、浜松市公 

用車「車中八策」を再確認し、事故防止に対する意識を徹底するよう

注意喚起を行った。 
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専  決 和解及び損害 

賠 償 の 額 

相 手 方 の 

住所・氏名 

事故発生 

年 月 日 

事故発生場所 

及び事故の内容 番号 年 月 日 

14 令和6年 

4月1日 

和 解 

183,458円

浜松市中央区 

佐藤一丁目

  Ｄ氏

令和5年 

12月18日 

浜松市中央区 

元城町103番地の2 

浜松市役所本庁舎 

立体駐車場1階 

交通事故（物損） 

事故の状況  午前10時15分頃、浜松市役所立体駐車場1階において公用車を運転

中、地下駐車場に向かう箇所を通り過ぎたため、一旦停車して後進し

た際、後方で停車していた相手方車両の前部に公用車の後部が接触し

た物損事故である。 

過 失 割 合  浜松市100％ 

対   策  事故を起こした職員に対して厳重注意を行うとともに、課内職員に

対しても、落ち着いた運転と十分な後方確認を行うなど、交通安全を

徹底するよう注意喚起を行った。 

15 令和6年 

4月11日 

和 解 

29,920円

浜松市中央区 

小池町1916番地 

有限会社マブチトレ

ーディング 

代表取締役  

間渕克己

令和5年 

12月18日 

浜松市中央区 

青屋町680番地の1 

地先 

交通事故（物損） 

事故の状況  午前9時31分頃、救急車が緊急走行にて県道五島天竜川停車場線を

南進中、信号待ちをしていた停車車両の右側ドアミラーに救急車左側

ドアミラーが接触した物損事故である。 

過 失 割 合  浜松市100％ 

対   策  事故を起こした職員及び同乗していた職員に厳重注意を行うとと

もに、再発防止のため、所属職員には映像を使って事故検証し、危険

予知トレーニングを行った。 
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専  決 和解及び損害 

賠 償 の 額 

相 手 方 の 

住所・氏名 

事故発生 

年 月 日 

事故発生場所 

及び事故の内容 番号 年 月 日 

16 令和6年 

4月11日 

和 解 

10,204円

浜松市天竜区 

二俣町 

Ｅ氏

令和6年 

 1月4日 

浜松市天竜区 

二俣町二俣2406番

地の2地先 

交通事故（物損） 

事故の状況  午後4時05分頃、現地調査を終え天竜区役所南館へ帰庁するため、

市道天竜車道西裏線から市道天竜車道笹岡線へ東進中、民地から道路

上へ発進してきた相手方車両の左側前部と、公用車の右側面が接触し

た物損事故である。 

過 失 割 合  浜松市20％ 相手方80％ 

対 策  事故を起こした職員へ厳重注意を行うとともに、全職員に 1 人 1 人

      が公用車運転についての安全運転及び事故防止に対する意識を徹底

するよう注意喚起を行った。 

17 令和6年 

4月11日 

和 解 

－円

浜松市中央区 

三組町 

Ｆ氏

令和6年 

1月5日 

浜松市中央区 

広沢三丁目 26 番 5

号地先 

交通事故（人身・物

損） 

事故の状況  午後 2 時 35 分頃、公用二輪車にて国吉蜆塚線を東進中、交差点を

右折しようと方向指示器を出して減速したところ、公用二輪車の右後

部と相手方二輪車の左前部が接触した人身・物損事故である。 

過 失 割 合  浜松市50％ 相手方50％ 

       なお、相手側に怪我、物損はないため、市側の損害額21,000円につ

いて、その半分の10,500円を相手方が市に対して支払うことで和解が

成立した。 

対   策  運転にあたっては、常に事故のリスクがあることを念頭に周囲の状

況に一層の注意を図ることを職員に徹底すると共に、四輪車より不安

定で、路面状況など外的な影響を受けやすい二輪車の特性をよく理解

するよう、改めて周知した。 
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専  決 和解及び損害 

賠 償 の 額 

相 手 方 の 

住所・氏名 

事故発生 

年 月 日 

事故発生場所 

及び事故の内容 番号 年 月 日 

18 令和6年 

4月25日 

和 解 

2,436,047円

浜松市中央区 

西浅田一丁目 

Ｇ氏

令和5年 

7月13日 

浜松市中央区 

元城町217番地の7

地先 

交通事故（人身） 

事故の状況  午前11時45分頃、国道152号を北進中、前方注視を怠り相手方車両

後部に公用車の前部が接触した人身事故である。 

負 担 割 合  浜松市100％ 

対   策  事故を起こした職員に厳重注意を行うとともに、事故原因を再認識

させ運転の心構えを再教育した。また、所属職員に、これを教訓に事

故防止に対する意識の徹底をするよう注意喚起した。 

物損事故 

専  決 和解及び損害 

賠 償 の 額 

相 手 方 の 

住所・氏名 

事故発生 

年 月 日 

事故発生場所 

及び事故の内容 番号 年 月 日 

19 令和6年 

3月11日 

和 解 

 313,324円

浜松市中央区 

蜆塚一丁目 

Ｈ氏

令和5年 

11月20日 

浜松市中央区 

広沢二丁目51番1号 

広沢小学校内

物損事故 

事故の状況   午後1時30分頃、相手方車両が広沢小学校正門から校内に進入する

際、強風により門扉が閉まり、車両左側ドアに接触して損傷した物損

事故である。 

-103-



専  決 和解及び損害 

賠 償 の 額 

相 手 方 の 

住所・氏名 

事故発生 

年 月 日 

事故発生場所 

及び事故の内容 番号 年 月 日 

20 令和6年 

3月28日 

和 解 

 152,647円

浜松市浜名区 

小松 

Ｉ氏

令和6年 

 1月12日 

浜松市浜名区 

小松1450番地 

浜名小学校内

物損事故 

事故の状況   午前11時45分頃、相手方車両が浜名小学校北西門から校外に出よう

とした際、強風により門扉が閉まり、車両左側ドアに接触して損傷し

た物損事故である。  

21 令和6年 

4月22日 

和 解 

58,993円

浜松市天竜区 

二俣町二俣 

Ｊ氏

令和6年 

1月16日 

浜松市天竜区 

佐久間町中部9番1 

浜松市公共駐車場

（中部）内 

物損事故 

事故の状況  午後5時30分頃、浜松市公共駐車場（中部）のネットフェンスに設

置されていた看板が強風により飛散し、相手方車両右側を損傷した物

損事故である。 
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工事請負契約の変更 

専  決 
工事の名称 

契約金額 契約変更 

年 月 日 番号 年 月 日 変更前 変更後 

22 令和6年 

2月2日 

浜松市立神久呂小学校

校舎改築工事（建築工

事）

1,075,800,000円 1,068,775,400円

令和6年 

 2月2日 

変更の理由 外構工事の一部取りやめに伴う減額変更 

      減額率 △0.65％ 

工事の概要 校舎改築工事一式 

・校舎棟改築工事 鉄筋コンクリート造3階建 延床面積3,687.88㎡ 

・外構工事 等 

契 約 者 須山・浜建特定建設工事共同企業体 

代 表 者 浜松市中央区布橋二丁目6番1号 

      須山建設株式会社 取締役社長 須山 雄造 

議決状況等 令和4年6月20日 第77号議案 原案可決 1,075,800,000円 

23 令和6年 

2月2日 

浜松市立神久呂小学校

校舎改築工事（機械設

備工事）

344,300,000円 339,000,200円 

令和6年 

 2月2日 

変更の理由 給食室のフード形状の変更等に伴う減額変更 

      減額率 △1.54％ 

工事の概要 校舎改築工事に伴う機械設備工事一式 

・給排水衛生設備 

・空気調和換気設備 

・消火栓設備 

      ・浄化設備 等

契 約 者 スヤマビルド・刑部特定建設工事共同企業体 

代 表 者 浜松市中央区西山町1830番地の2 

      スヤマビルドサービス株式会社 取締役社長 高林 宏 

議決状況等 令和4年6月20日 第78号議案 原案可決 344,300,000円 
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報　　　第　　 12　号　　

一般会計 （単位：円）

款 項 事　　　業　　　名 既 収 入
特定財源 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

アセットマネジメント推進事業（指定管理者制度事業） 95,604,000 95,604,000 38,240,000 57,364,000

再エネ・省エネ推進事業 92,300,000 92,300,000 36,918,000 55,382,000

10 スポーツ振興費 スポーツ施設運営事業（スポーツ施設整備事業） 86,460,000 84,150,000 84,150,000

生涯学習施設運営事業（生涯学習施設整備事業） 30,426,000 30,426,000 30,426,000

文化財保護継承事業（文化財保存費助成事業（補助金）） 6,427,000 6,427,000 6,427,000

秋野不矩美術館管理運営事業 12,100,000 12,100,000 12,100,000

13 戸籍住民基本台帳費 市民窓口デジタル運営経費 86,312,000 86,312,000 64,418,000 21,894,000

障害者施設運営事業（施設整備事業） 33,722,000 33,722,000 33,722,000

障害福祉施設等物価高騰対策費助成事業（補助金） 33,310,000 33,310,000 13,323,000 19,987,000

老人福祉施設等物価高騰対策費助成事業（補助金） 7,145,000 7,145,000 2,857,000 4,288,000

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金追加支給事業（人件費） 3,430,000 1,978,000 1,978,000

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金追加支給事業（事務費） 196,714,000 179,737,000 179,737,000

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金追加支給事業（給付費） 4,774,000,000 165,550,000 165,550,000

低所得者世帯物価高騰対応重点支援給付金支給事業（人件費） 1,186,000 1,186,000 1,186,000

低所得者世帯物価高騰対応重点支援給付金支給事業（事務費） 71,814,000 69,079,000 69,079,000

低所得者世帯物価高騰対応重点支援給付金支給事業（給付費） 1,785,000,000 1,455,600,000 1,455,600,000

こども保護対策事業（児童家庭相談事業） 2,713,000 2,713,000 2,441,000 272,000

社会的養護推進事業（社会的養護体制整備事業） 2,854,000 2,854,000 1,141,000 1,713,000

社会的養護推進事業（里親支援事業） 975,000 975,000 389,000 586,000

市立保育所管理運営事業（保育材料及び児童給食賄料事業） 17,741,000 17,741,000 7,096,000 10,645,000

私立保育所等助成事業（私立保育所等事業費助成事業（補助金）） 83,034,000 83,034,000 33,212,000 49,822,000

3 生活保護費 救護施設物価高騰対策費助成事業（補助金） 6,194,000 6,194,000 2,477,000 3,717,000

8 介護保険費 介護施設等物価高騰対策費助成事業（補助金） 148,902,000 148,902,000 59,559,000 89,343,000

斎場施設整備事業 31,592,000 30,228,000 30,228,000

保健環境研究所管理運営事業 1,969,000 1,744,000 1,744,000

母子保健デジタル運営経費 1,980,000 1,980,000 1,980,000

新型コロナウイルスワクチン接種事業 166,208,000 166,208,000 166,208,000

ごみ収集事業（南清掃事業費） 12,596,000 12,596,000 12,596,000

ごみ収集事業（天竜環境事業所費） 13,605,000 13,605,000 13,605,000

1 農業費 農産物生産振興事業（施設整備等支援事業（補助金）） 52,803,000 52,792,000 52,792,000

3 農地費 かんがい排水整備事業（かんがい排水整備市単独事業） 70,000,000 70,000,000 70,000,000

治山事業（県単独治山事業） 3,640,000 3,640,000 2,427,000 1,200,000 13,000

治山事業（市単独治山事業） 2,034,000 1,800,000 1,800,000

林道等整備事業（公共林道整備事業） 29,360,000 29,360,000 13,213,000 14,500,000 1,647,000

林道等整備事業（県単独林道整備事業） 130,439,000 125,251,000 50,106,000 74,400,000 745,000

林道等整備事業（市単独林道整備事業） 7,810,000 7,810,000 7,800,000 10,000

林道等整備事業（林道維持補修事業） 169,689,000 161,879,000 161,879,000

5 水産業費 漁港管理事業（漁港整備事業） 23,370,000 23,370,000 23,370,000

中小事業者等電力量料金高騰対策支援事業 636,000,000 636,000,000 254,393,000 381,607,000

中小企業脱炭素化推進事業（中小事業者等省エネ設備導入支援事業） 960,000,000 960,000,000 394,856,000 565,144,000

スタートアップ誘致事業 22,000,000 22,000,000 11,000,000 11,000,000

海外戦略推進事業（インバウンド推進事業） 100,000,000 100,000,000 39,998,000 60,002,000
8 土木費 公共建築物長寿命化推進事業 12,573,000 12,573,000 8,700,000 3,873,000

公共建築物耐震化推進事業 3,762,000 3,762,000 968,000 1,900,000 894,000

4 林業費

1 商工費

1 土木管理費

令和５年度　浜松市繰越明許費繰越計算書

未　収　入　特　定　財　源

1 保健衛生費

3 清掃費

1 総務管理費

11 生涯学習費

1 社会福祉費

2 児童福祉費

6 農林水産業費

7 商工費

金　額
翌年度
繰越額

                       左　　の　　財　　源　　内　　訳

一般財源

2 総務費

3 民生費

4 衛生費
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一般会計 （単位：円）

款 項 事　　　業　　　名 既 収 入
特定財源 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

未　収　入　特　定　財　源金　額
翌年度
繰越額

                       左　　の　　財　　源　　内　　訳

一般財源

8 土木費 交通安全施設等整備・修繕事業（国交付金事業） 614,260,000 490,860,000 269,973,000 202,800,000 18,087,000

交通安全施設等整備・修繕事業（国県道単独事業） 143,559,000 99,631,000 99,631,000

交通安全施設等整備・修繕事業（市道単独事業） 320,600,000 207,263,000 207,263,000

市道整備事業（国交付金事業） 130,000,000 120,000,000 60,000,000 54,000,000 6,000,000

市道整備事業（単独事業） 541,063,000 432,075,000 83,100,000 348,975,000

国県道整備事業（国交付金事業） 875,594,000 820,278,000 436,326,000 364,400,000 19,552,000

国県道整備事業（単独事業） 365,380,000 201,989,000 201,989,000

道路整備推進事業 6,600,000 3,743,000 3,743,000

三遠南信自動車道関連整備事業（国交付金事業） 717,040,000 49,040,000 26,972,000 19,800,000 2,268,000

三遠南信自動車道関連整備事業（単独事業） 139,500,000 92,975,000 92,975,000

道路維持修繕事業（国交付金事業） 1,268,302,000 918,386,000 495,502,000 359,500,000 63,384,000

道路維持修繕事業（国県道単独事業） 80,000,000 23,586,000 23,586,000

道路維持修繕事業（市道単独事業） 209,900,000 166,424,000 166,424,000

道路維持修繕事業（長寿命化推進単独事業） 150,390,000 121,687,000 39,900,000 81,787,000

道路防災事業（国交付金事業） 980,780,000 805,660,000 433,605,000 323,100,000 48,955,000

道路防災事業（単独事業） 466,700,000 305,964,000 141,600,000 164,364,000

橋りょう耐震補強事業（国交付金事業） 606,630,000 518,680,000 285,274,000 227,100,000 6,306,000

橋りょう耐震補強事業（単独事業） 37,265,000 35,128,000 35,128,000

過疎対策道路修繕事業（単独事業） 154,951,000 154,845,000 154,200,000 645,000

自転車等対策事業（浜松駅周辺自転車等駐車場再整備事業） 10,153,000 10,019,000 10,019,000

河川改良事業（国交付金事業） 520,000,000 520,000,000 198,000,000 24,666,000 293,800,000 3,534,000

河川改良事業（単独事業） 582,600,000 538,444,000 190,100,000 348,344,000

河川維持修繕事業（河川・排水路維持修繕事業） 80,000,000 67,960,000 13,000,000 54,960,000

都市計画策定事業（都市防災推進事業） 21,000,000 21,000,000 7,000,000 14,000,000

土地利用適正化事業（盛土規制区域基礎調査等事業） 74,286,000 74,286,000 37,143,000 37,143,000

公共交通推進事業（交通施設再整備事業） 215,000,000 212,352,000 88,154,000 64,900,000 59,298,000

高塚駅北第二公共団体区画整理事業（単独事業） 5,070,000 4,565,000 4,100,000 465,000

浜北中央北地区公共施設整備事業（国交付金事業） 140,210,000 48,300,000 24,150,000 21,500,000 2,650,000

浜北中央北地区公共施設整備事業（単独事業） 20,738,000 13,851,000 13,851,000

組合等区画整理支援事業（船明土地区画整理組合支援事業（補助金）） 48,500,000 48,500,000 48,500,000

組合等区画整理支援事業（浜北中央北土地区画整理組合支援事業（補助金）） 30,800,000 30,800,000 8,450,000 9,300,000 13,050,000

土地区画整理等調査事業（単独事業） 114,583,000 114,583,000 114,583,000

都市計画道路整備事業（国交付金事業） 143,620,000 120,900,000 62,461,000 52,400,000 6,039,000

都市計画道路整備事業（単独事業） 101,500,000 92,317,000 92,317,000

街路整備推進事業 1,600,000 1,600,000 1,600,000

都市下水路整備事業（単独事業） 20,000,000 20,000,000 20,000,000

公園整備事業（国交付金事業） 19,000,000 11,400,000 5,700,000 5,000,000 700,000

公園整備事業（単独事業） 5,640,000 5,639,000 5,639,000

公園施設改良事業 74,142,000 61,822,000 10,000,000 51,822,000

8 駐車場費 駐車場事業特別会計操出金 2,000,000 2,000,000 799,000 1,201,000

1 常備消防費 地震対策消防水利整備事業（耐震性貯水槽設置事業） 26,345,000 25,025,000 1,828,000 22,700,000 497,000

2 非常備消防費 消防団施設運営事業（消防団庁舎整備事業） 12,439,000 12,439,000 12,439,000

5 公営企業会計支出金 水道事業会計負担金 1,012,000 1,006,000 1,006,000
10 教育費 小学校建設事業 609,070,000 609,070,000 134,914,000 248,800,000 225,356,000

小学校施設整備事業 44,580,000 44,580,000 44,580,000

3 中学校費 中学校建設事業 294,910,000 294,910,000 96,302,000 113,400,000 85,208,000

私立幼稚園助成事業（私立幼稚園教育振興助成事業（補助金）） 21,942,000 21,942,000 8,776,000 13,166,000

幼稚園事業運営経費 3,482,000 3,482,000 1,392,000 2,090,000

2 小学校費

2 道路橋りよう費

3 河川費

9 消防費

5 幼稚園費

5 都市計画費
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一般会計 （単位：円）

款 項 事　　　業　　　名 既 収 入
特定財源 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

未　収　入　特　定　財　源金　額
翌年度
繰越額

                       左　　の　　財　　源　　内　　訳

一般財源

10 教育費 6 学校給食センター費 学校給食センター事業（学校給食食材購入事業） 32,057,000 32,057,000 12,822,000 19,235,000

7 保健体育費 学校給食費管理事業 119,455,000 119,455,000 47,780,000 71,675,000

林業施設災害復旧事業（国庫補助事業） 552,000,000 442,463,000 224,174,000 10,300,000 207,989,000

林業施設災害復旧事業（単独事業） 340,750,000 246,349,000 100,800,000 145,549,000

農地・農業用施設災害復旧事業（単独事業） 77,000,000 77,000,000 49,200,000 27,800,000

農地・農業用施設災害復旧事業（国庫補助事業） 94,900,000 94,900,000 43,954,000 2,000,000 48,946,000

土木施設災害復旧事業（国庫補助事業） 3,957,960,000 1,558,503,000 1,039,496,000 516,400,000 2,607,000

土木施設災害復旧事業（単独事業） 1,744,040,000 1,572,278,000 437,100,000 1,135,178,000

市有財産災害復旧事業（単独事業） 207,591,000 207,591,000 207,500,000 91,000

28,208,282,000 18,005,239,000 6,782,186,000 416,569,000 4,450,300,000 6,356,184,000

小型自動車競走事業特別会計 　　　（単位：円）

款 項 事　　　業　　　名 金　額 既 収 入

特定財源 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

1 総務費 1 総務管理費 競走場施設改善費 2,497,000 2,497,000 2,497,000

2,497,000 2,497,000 2,497,000

駐車場事業特別会計 　　　（単位：円）

款 項 事　　　業　　　名 金　額 既 収 入

特定財源 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

1 駐車場費 1 駐車場費 駐車場管理運営経費 2,000,000 2,000,000 2,000,000

2,000,000 2,000,000 2,000,000

令和6年 5月23日提出

　静岡県浜松市長　　中　野　祐　介

計

翌年度
繰越額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

11 災害復旧費 1 災害復旧費

計

未　収　入　特　定　財　源
一般財源

計

翌年度
繰越額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

未　収　入　特　定　財　源
一般財源
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報　　　第　　13　号　　

一般会計

国庫支出金 地方債
円 円 円 円 円 円 円 円 円

8 2
土木費 道路橋り

よう費
交通安全施
設等整備・
修繕事業
（国交付金
事業）

115,100,000 47,400,000 67,700,000 67,700,000 37,235,000 27,400,000 3,065,000 令和4年度から繰越してい
た（市）小池三島線（細
島歩道橋）平面化工事及
び（市）小池三島線信号
機移設工事について、地
権者交渉の長期化によ
り、関係物件の移設に遅
れが生じ、本体工事の着
手に遅れが生じたため、
事業の年度内完了が見込
めなくなったもの。

交通安全施
設等整備・
修繕事業
（市道単独
事業）

10,000,000 10,000,000 10,000,000 10,000,000 上の、国交付金事業と一
体で行う工事について、
年度内完了が見込めなく
なったもの。

3
河川費 河川管理対

策事業
（ポンプ場
等維持管理
事業）

64,449,000 38,660,000 25,789,000 25,789,000 25,789,000 令和4年度から繰越してい
た（普）山東65号排水路
（二光樋門）修繕工事に
ついて、令和6年1月、工
事の進捗により不可視部
分の部材の損傷が判明
し、部材の修繕に約2ヶ月
の不測の日数を要したこ
とから、年度内完了が見
込めなくなったもの。

令和５年度　浜松市事故繰越し繰越計算書

款 項 事 業 名
支出負担
行 為 額

左　の　内　訳 支出負
担行為
予定額

翌 年 度
繰 越 額

左　の　財　源　内　訳

支出済額 支出未済額
既 収 入
特定財源

未収入特定財源
一般財源

説　　　　　明

-
1
1
1
-



国庫支出金 地方債
円 円 円 円 円 円 円 円 円

款 項 事 業 名
支出負担
行 為 額

左　の　内　訳 支出負
担行為
予定額

翌 年 度
繰 越 額

左　の　財　源　内　訳

支出済額 支出未済額
既 収 入
特定財源

未収入特定財源
一般財源

説　　　　　明

11 1
災害復
旧費

災害復旧
費

土木施設災
害復旧事業
（国庫補助
事業）

34,650,000 13,860,000 20,790,000 20,790,000 6,900,000 13,866,000 24,000 令和4年度から繰越してい
た（市）天竜上百古里大
平線復旧工事について、
令和5年6月の台風第2号で
資材搬入路が通行不能と
なり、工事が中断された
結果、年度内完了が見込
めなくなったもの。

土木施設災
害復旧事業
（単独事
業）

45,000,000 45,000,000 45,000,000 45,000,000 令和4年度から繰越してい
た（普）皆原1号排水路河
川災害復旧工事につい
て、令和5年6月の台風第2
号で資材搬入路が通行不
能となり、工事が中断さ
れた結果、年度内完了が
見込めなくなったもの。

269,199,000 99,920,000 169,279,000 169,279,000 6,900,000 51,101,000 27,400,000 83,878,000

　　　　　　令和 6年 5月23日提出

　静岡県浜松市長　　中　野　祐　介

計

-
1
1
2
-



報　　　第　　14　号　　

　　　地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

翌年度繰越額

に 係 る

款 項 事 業 名 予算計上額 不用額 繰越を要する 説　　　明

国庫補助金 企 業 債 他会計負担金 たな卸資産の

購 入 限 度 額

円 円 円 円 円 円 円 円 円

改良費 71,940,000 13,200,000 58,740,000 1,006,000 57,734,000

71,940,000 13,200,000 58,740,000 1,006,000 57,734,000

　　　　　　令和 6年 5月23日提出

　静岡県浜松市長　　中　野　祐　介

計

令和５年度　浜松市水道事業会計予算繰越計算書

左　の　財　源　内　訳

支払義務
発 生 額

翌 年 度
繰 越 額 損益勘定

留保資金

半導体供給不足に
よる部材製作の遅
れ及び同調して行
われる道路工事等
の進捗に合わせた
ことに伴い不測の
日数を要したた
め、翌年度へ繰越
となった。

1 資本的
  支　出

1 建　設
  改良費

-
1
1
3
-



報　　　第　　15　号　　

　　　地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

翌年度繰越額

に 係 る

款 項 事 業 名 予算計上額 不用額 繰越を要する 説　　　明

国庫補助金 企 業 債 工事負担金 たな卸資産の

購 入 限 度 額

円 円 円 円 円 円 円 円 円

2,960,731,000 610,010,000 2,350,721,000 987,631,050 1,361,700,000 1,389,950

34,244,100 12,760,000 21,484,100 9,200,000 12,200,000 84,100

54,385,100 18,120,000 36,265,100 34,200,000 2,065,100

543,060,000 9,000,000 534,060,000 324,330,000 209,600,000 130,000

3,592,420,200 649,890,000 2,942,530,200 1,321,161,050 1,617,700,000 3,669,150

　　　　　　令和 6年 5月23日提出

　静岡県浜松市長　　中　野　祐　介

特定環境保全公
共整備事業費

計

令和５年度　浜松市下水道事業会計予算繰越計算書

左　の　財　源　内　訳

支払義務
発 生 額

翌 年 度
繰 越 額 損益勘定

留保資金

半導体供給不足に
よる資機材調達の
遅れ及び他機関と
の調整に時間を要
したことなどに伴
い不測の日数を要
したため、翌年度
へ繰越となった。

 2 コン
   セッ
   ション
   整備事
   業費

公共整備事業費
1 建　設
  改良費

1 資本的
  支　出

コンセッション
整備事業費

改良費

-
1
1
4
-
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